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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

 

回次 第14期 第15期 第16期 第17期 第18期

決算年月 平成22年６月 平成23年６月 平成24年６月 平成25年６月 平成26年６月

売上高 (百万円) 6,499 6,452   5,576 6,063 7,622

経常利益（△損失） (百万円) △989 130 187 483 1,385

当期純利益（△損失） (百万円) △2,870 △1,143 250 190 1,584

包括利益 (百万円) ― △1,106 275 212 1,623

純資産額 (百万円) 736 194 470 689 2,312

総資産額 (百万円) 19,341 13,552 12,321 11,198 12,710

１株当たり純資産額 (円) 8,176.31 1,338.38 3,233.56 46.95 158.54

１株当たり当期純利益
金額（△損失金額）

(円) △32,161.22 △10,517.28 1,720.35 13.11 108.92

潜在株式調整後１株
当たり当期純利益金額

(円) ― ― ― ― 105.15

自己資本比率 (％) 3.8 1.4 3.8 6.1 18.1

自己資本利益率 (％) △132.6 △245.7 75.3 33.1 106.0

株価収益率 (倍) △0.3 △3.3 13.0 19.8 10.4

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 833 1,203 1,461 1,638 2,509

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △18 175 37 △835 △16

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △909 △1,111 △1,460 △1,004 △1,807

現金及び現金同等物
の期末残高

(百万円) 158 426 464 262 949

従業員数
(外、平均臨時
雇用者数)

(人)
79 64 73 85 93

(9) (6) (6) (6) (8)
 

(注) １．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．第14期、第15期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当期純損失であり、か

つ希薄化効果を有している潜在株式が存在していないため記載しておりません。

第16期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

第17期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。

３．平成26年１月１日を効力発生日として、普通株式１株につき100株の割合で分割しております。これに伴

い、株式の分割が第17期期首に行われたと仮定して１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額及び潜

在株式調整後１株当たり当期純利益金額を算定しております。
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(2) 提出会社の経営指標等

 

回次 第14期 第15期 第16期 第17期 第18期

決算年月 平成22年６月 平成23年６月 平成24年６月 平成25年６月 平成26年６月

売上高 (百万円) 3,889 3,851 3,970 4,532 3,801

経常利益（△損失） (百万円) △99 3 109 85 295

当期純利益（△損失） (百万円) △3,506 △1,835 154 △121 476

資本金 (百万円) 6,600 6,840 6,840 1,000 1,000

発行済株式総数 (株) 90,010 145,501 145,501 145,501 14,550,100

純資産額 (百万円) 2,083 727 881 766 1,243

総資産額 (百万円) 14,252 11,458 10,237 8,111 9,309

１株当たり純資産額 (円) 23,138.94 4,998.35 6,061.66 52.27 85.01

１株当たり配当額
(うち１株当たり
中間配当額)

(円)
― ― ― ― ―

(―) (―) (―) (―) (―)

１株当たり当期純利益
金額（△損失金額）

(円) △39,291.14 △16,884.12 1,063.31 △8.35 32.75

潜在株式調整後１株
当たり当期純利益金額

(円) ― ― ― ― 31.61

自己資本比率 (％) 14.6 6.3 8.6 9.4 13.3

自己資本利益率 (％) △91.5 △130.6 19.2 △14.8 47.7

株価収益率 (倍) △0.2 △2.1 21.0 △31.1 34.7

配当性向 (％) ― ― ― ― ―

従業員数
(外、平均臨時
雇用者数)

(人)
34 27 28 30 33

(─) (3) (3) (4) (6)
 

(注) １．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．第14期、第15期、第17期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当期純損失で

あり、かつ希薄化効果を有している潜在株式が存在していないため記載しておりません。

第16期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

３．第15期の資本金の増加は、第三者割当増資による資本金の増加によるものです。

４．第17期の資本金の減少は、減資によるものです。

５．平成26年１月１日を効力発生日として、普通株式１株につき100株の割合で分割しております。これに伴

い、株式の分割が第17期期首に行われたと仮定して１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額又は当

期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額を算定しております。
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２ 【沿革】
 

年月 事項

平成９年５月 東京都千代田区一番町16において、日本初のＥＳＣＯ事業専業の会社として設立

平成15年９月 本社を東京都中央区京橋二丁目９番２号に移転

平成15年９月 グリーンエナジー事業に関する子会社として株式会社岩国ウッドパワーを設立

平成15年９月 グリーンエナジー事業に関する子会社として株式会社富津ウッドパワーを設立

平成15年12月 株式会社富津ウッドパワーの社名を株式会社袖ヶ浦ウッドパワーに変更

平成16年２月 グリーンエナジー事業に関する子会社として株式会社日田ウッドパワーを設立

平成16年２月 グリーンエナジー事業に関する子会社として株式会社白河ウッドパワーを設立

平成16年３月 経済産業省資源エネルギー庁に特定規模電気事業開始を届出

平成16年５月 グリーンエナジー事業に関する事業子会社を所有、管理する会社として、株式会社グリーンエナ

ジーホールディングスを、４子会社の株式移転により設立

平成16年８月 電力小売事業に関する子会社として株式会社エナジーサービス・アセット・マネジメントを設立

平成17年３月 東京証券取引所マザーズに株式を上場

平成17年４月 株式会社エナジーサービス・アセット・マネジメントの社名を株式会社フェスコパワーステーショ

ン滋賀に変更

平成17年10月 電力小売用電源の運用事業会社として株式会社フェスコパワーステーション群馬を設立

平成17年12月 電力小売用電源の運用事業会社として株式会社中袖クリーンパワーを設立

平成17年12月 省エネルギー支援サービス事業に関するメンテナンス事業会社として株式会社フェスコメンテナン

スを設立

平成18年４月 森林資源等の燃料製造、販売に関する事業会社として日本森林燃料株式会社を設立

平成19年５月 株式会社フェスコメンテナンス、株式会社袖ヶ浦ウッドパワー、株式会社グリーンエナジーホール

ディングスの３社を株式会社フェスコメンテナンスを存続会社として合併

平成19年７月 電力小売用電源の運用事業会社として株式会社新潟ニューエナジーを設立

平成19年12月 株式会社フェスコメンテナンスを株式会社ファーストエスコを存続会社として合併

平成20年１月 グリーンエナジー事業における発電用燃料の収集を目的として株式会社バイオネンサービスを設立

平成20年６月 本社を東京都中央区京橋二丁目10番２号に移転

平成20年６月

平成21年４月

 

提出会社保有の日本森林燃料株式会社の株式全てを売却

当社電力ビジネス事業部門を新設分割により株式会社F-Power設立

株式会社F-Powerに株式会社フェスコパワーステーション群馬、株式会社中袖クリーンパワー、株式

会社新潟ニューエナジーの株式全てを譲渡

株式会社F-Powerの株式全てを株式会社ＩＤＩインフラストラクチャーズの運営する「ＩＤＩインフ

ラストラクチャーズ１号投資事業有限責任組合」に譲渡

平成22年４月 株式会社バイオネンサービスを、株式会社ファーストバイオスへ商号変更

平成22年12月 日本テクノ株式会社に株式会社フェスコパワーステーション滋賀の株式全てを譲渡

平成23年１月 エムアンドディーグリーンエネルギー株式会社に株式会社岩国ウッドパワーの株式全てを譲渡

平成23年６月 日本テクノ株式会社に株式会社白河ウッドパワーの株式50％を譲渡

平成24年７月 グリーンエナジー事業に関する子会社としてソレイユ日田株式会社を設立

平成24年８月 グリーンエナジー事業に関する子会社としてアールイー大分株式会社を設立

平成25年７月 日本テクノ株式会社より株式会社白河ウッドパワーの株式50％を取得、連結子会社化
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３ 【事業の内容】

当社グループは、当社及び連結子会社５社、非連結子会社１社によって構成された総合エネルギー・サービス企業

（ＥＳＣＯ＝Energy Service Company）です。

当社グループは、顧客企業の省エネルギーを支援することを目的とした事業である「省エネルギー支援サービス事

業」と再生可能エネルギーによる発電事業である「グリーンエナジー事業」を営んでおり、各事業の事業内容及び当

社グループの各社の事業に係る位置づけは次のとおりです。

 

１）省エネルギー支援サービス事業について

省エネルギー支援サービス事業とは、企業等の顧客設備の省エネルギーを支援するサービスです。顧客企業のエ

ネルギー使用実態を調べ、省エネルギー診断を行うとともに、診断結果に基づいて、実際の省エネルギー対策設備

及びシステムの設計や施工、その後の運用までを一貫して行います。また、総合エネルギーマネジメントとして、

顧客企業のエネルギーの使用状況の把握、削減計画の策定、運用・設備改善の実施、削減状況の測定といったサー

ビスのほか、再生可能エネルギー導入支援、二酸化炭素の管理・削減のコンサルティング等のサービスを提供して

おります。

 

２）グリーンエナジー事業について

グリーンエナジー事業は、再生可能な自然エネルギーを電力に転換する事業です。二酸化炭素の排出削減等の社

会的な環境改善ニーズに対応し、再生可能な自然エネルギーの中で特に木質バイオマス（注）をエネルギー源とし

た環境価値の高い新エネルギーによる発電所の開発、建設及び運営を行います。当社グループでは、現在、再生可

能エネルギーの固定価格買取制度の設備認定を受け㈱日田ウッドパワー、㈱白河ウッドパワーの木質バイオマス発

電所とソレイユ日田㈱の太陽光発電所が稼働しております。また、新設の木質バイオマス発電所として、現在、大

分県豊後大野市においてアールイー大分㈱の発電所を建設中であります。木質バイオマス発電所の運営及び木質バ

イオマス燃料供給に関しては、その専門会社として㈱ファーストバイオスが当たり、廃木質材や森林資源の有効活

用を通じてグリーエナジー事業の中核を担っております。

（注）木質バイオマス

バイオマスとは生物資源（ｂｉｏ）の量的（ｍａｓｓ）を表す概念で「再生可能な、生物由来の有機性資源

で化石資源を除いたもの」とされています。

木質バイオマスは、樹木に由来する有機物であって、エネルギー源として利用できるものをいいます。当社

グループが手がける新エネルギーによる発電事業は、製材所や木工加工メーカー等から排出される廃材や、建

築解体現場から排出される建築廃材等を、選別・破砕した木質チップを発電用燃料とするものです。バイオマ

ス資源は、植物が光合成によって空気中の二酸化炭素を取り込んで成長するため、バイオマスの燃焼により放

出される二酸化炭素は、地球規模において二酸化炭素のバランスを崩さない「カーボン・ニュートラル」であ

るとされています。また、バイオマス資源は、石油などの化石燃料とは違い、適正な管理を行えば半永久的に

枯渇することなく利用可能な「再生可能資源」として注目されています。

 

なお当社グループは、その他の関係会社である日本テクノ㈱に対し、電力の販売等を行っております。
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当社グループにおける各事業と事業会社の関係は次のとおりです。

事業系統図（当連結会計年度における事業の状況）

㈱ファーストエスコ

省エネルギー支援サービス事業 グリーンエナジー事業

 
 

オンサイト自家発電事業
 

 

   出資  出資  

業務系エスコ事業
■照明・空調・動力

　　　　■生産設備等の省エネルギー

       

   

バイオマス発電燃料販売

再生可能エネルギー発電事業

運営受託会社

  

   出資
 [連結子会社]

 ㈱ファーストバイオス
  

         

     

バイオマス燃料

の販売・バイオマス

発電所運営受託

   

         

省エネルギーの実施

メンテナンスの実施
 

太陽光発電

事業会社

 

[連結子会社]

ソレイユ日田㈱

 バイオマス発電事業会社   

    [連結子会社]

 ㈱日田ウッドパワー

 ㈱白河ウッドパワー

アールイー大分㈱

  

     

     
 [非連結子会社]

１社
  

         
   電力の販売    

         

  電力事業者（含む：日本テクノ㈱[その他の関係会社]）  

         

顧客
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４ 【関係会社の状況】
平成26年６月30日現在

名称 住所
資本金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の所有
(又は被所有)
割合(％)

関係内容

連結子会社      

株式会社日田ウッドパワー

(注)１,２
東京都中央区 495

木質バイオマス

発電事業
100.00

事務処理委託、本社賃借、

役員兼務

株式会社白河ウッドパワー

(注)１,２
東京都中央区 753

木質バイオマス

発電事業
100.00

事務処理委託、本社賃借、

役員兼務、借入債務被保証

アールイー大分株式会社

(注)１
大分県日田市 120

木質バイオマス

発電事業
100.00 事務処理委託

株式会社ファーストバイオス 東京都中央区 10

バイオマス燃料販

売及び発電所運営

受託業務

100.00
事務処理委託、本社賃借、

役員兼務

ソレイユ日田株式会社 大分県日田市 50 太陽光発電事業
100.00

[100.00]
事務処理委託

その他の関係会社      

日本テクノ株式会社 東京都新宿区 571

高圧受変電設備の

保安管理業、電力

販売業

(35.08) 省エネ機器仕入、工事委託

 

(注)１．特定子会社です。

２．株式会社日田ウッドパワー、株式会社白河ウッドパワーについては、売上高（連結会社相互間の内部売上高

を除く。）の連結売上高に占める割合が10％を超えております。

　　　　主要な損益情報等

株式会社日田ウッドパワー　　  株式会社白河ウッドパワー

売上高 1,973 百万円  売上高 1,941 百万円

経常利益 325 百万円  経常利益 478 百万円

当期純利益 167 百万円  当期純利益 265 百万円

純資産額 1,005 百万円  純資産額 441 百万円

総資産額 2,871 百万円  総資産額 1,759 百万円
 

　　３．「議決権の所有(又は被所有)割合(％)」欄の[内書]は間接所有であります。

 

５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成26年６月30日現在

セグメントの名称 従業員数（人)

省エネルギー支援サービス事業 21（６）

グリーンエナジー事業 60（２）

全社（共通） 12（―）

合計 93（８）
 

(注) １．従業員数は就業人員数であり、臨時雇用者数（パートタイマー、契約社員、季節従業員を含んでおりま

す。）は、年間の平均人員を（　）外数で記載しております。

２．全社（共通）として記載されている従業員数は、特定の事業に区分できない管理部門に所属しているもので

す。
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(2) 提出会社の状況

平成26年６月30日現在

従業員数（人) 平均年齢（才) 平均勤続年数（年) 平均年間給与（千円)

 33（６） 42.9 4.3 5,782
 

 

セグメントの名称 従業員数（人)

省エネルギー支援サービス事業  21（６）

グリーンエナジー事業 ―（―）

全社（共通） 12（―）

合計 33（６）
 

(注) １．従業員数は就業人員数であり、臨時雇用者数（パートタイマー、契約社員、季節従業員を含んでおりま

す。）は、年間の平均人員を（　）外数で記載しております。

２．全社（共通）として記載されている従業員数は、特定の事業に区分できない管理部門に所属しているもので

す。

３．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

 

(3) 労働組合の状況

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当連結会計年度におけるわが国経済は、政府による経済政策や、日本銀行の金融緩和を背景とした円安・株高の

進行により、企業業績や雇用情勢の改善、個人消費の持ち直しなど、緩やかな回復基調で推移いたしました。一方

で新興国の成長鈍化や、本年４月に実施された消費増税による一時的な消費の落ち込みが見られたものの、経済対

策に伴う公共投資の押し上げ、企業向け減税や家計支援による内需の下支え、米国など堅調な海外景気を背景とす

る輸出環境の改善などにより景気は回復軌道となる見通しであります。

当業界においては、依然として燃料価格の高止まりや電気料金の値上りが続き、企業での省エネルギー対策によ

るコスト削減が優先的な経営課題となっております。また、本年４月に新たな「エネルギー基本計画」が閣議決定

され国の中長期的なエネルギー政策の指針が示されました。その中で、再生可能エネルギーは重要な低炭素の国産

エネルギー源と位置付けられ、2013年から３年程度導入を最大限加速し、その後も積極的に推進していくこととさ

れています。当社グループが開発・運営ノウハウを有する木質バイオマス発電に関しては、安定的に発電を行うこ

とが可能な電源となりうる、地域活性化にも資するエネルギー源であるとされ注目度、期待度ともにさらなる高ま

りを見せております。

こうした状況の下、当社グループの省エネルギー支援サービス事業においては既存のオンサイト自家発電事業、

業務系エスコ事業が順調に推移したほか、ＬＥＤ照明、空調設備、太陽光発電設備の設置などの新規施工案件が売

上高に寄与しました。一方、第１四半期会計期間に一部プロジェクトにおいて事業スキームの見直しから将来投資

回収の可能性に懸念のある資産について減損処理を実施したほか、子会社借入金の期限前返済に係る費用を特別損

失に計上いたしました。また、第３四半期会計期間において、将来のエネルギーサービス契約更新にあたり、設備

費等の負担増加分を合理的に見積り、当社が負担すべき額について契約損失引当金繰入額を特別損失に計上いたし

ました。グリーンエナジー事業の木質バイオマス発電所においては、７月に持分法適用関連会社であった㈱白河

ウッドパワーの全株式を取得、連結子会社化し、業績に大きく寄与したほか、連結に際しては、株式の段階取得に

係る差益及び負ののれん発生益を特別利益に計上いたしました。再生可能エネルギー固定価格買取制度（ＦＩＴ）

への移行後約１年が経過し順調に収益を伸ばすとともに、大分県豊後大野市では新たな木質バイオマス発電所の開

発を推進しております。また、太陽光発電所を運営するソレイユ日田㈱では、第３四半期会計期間において、設備

に係る割賦契約を期日前解約したことにより営業外収益に割賦解約益を計上しております。さらに、全社として繰

延税金資産の見直しを実施したことにより、妥当と判断される額を流動資産及び法人税等調整額に計上しておりま

す。

この結果、当連結会計年度の業績は、売上高7,622百万円（前年同期比25.7％増）、営業利益1,571百万円（前年

同期比182.5％増）、経常利益1,385百万円（前年同期比186.2％増）、当期純利益1,584百万円（前年同期比

730.9％増）となりました。

　

（省エネルギー支援サービス事業）

当連結会計年度では、既存のオンサイト自家発電事業において、いくつかのエネルギーサービス契約の満期更新

が良好に進行し収益の改善が図られたほか、業務系エスコ事業も含め順調に推移いたしました。また、固定価格買

取制度を背景に太陽光発電設備の施工が寄与したほか、空調設備の更新、ＬＥＤ照明、断熱塗装等の施工も堅調に

推移しております。

この結果、当連結会計年度の本事業セグメントの業績は、グループ内取引を含めた売上高では3,537百万円（前

年同期比19.6％減）、外部顧客に対する売上高では3,449百万円（前年同期比8.5％減）、営業利益168百万円（前

年同期比29.6％増）となりました。

　

EDINET提出書類

株式会社ファーストエスコ(E05470)

有価証券報告書

 9/86



 

（グリーンエナジー事業）

当連結会計年度では、木質バイオマス発電所において平成25年７月に持分法適用関連会社であった㈱白河ウッド

パワーの全株式を取得し、連結子会社といたしました。㈱日田ウッドパワー及び㈱白河ウッドパワーは固定価格買

取制度への移行により極めて順調な業績となりました。木質バイオマス発電所を安定的に稼働させるため木質チッ

プ燃料の収集を行う㈱ファーストバイオスでも、制度移行後１年を経過し、未利用木材、一般木材ともに当初の予

定を上回る集荷が実現し、さらなるネットワークの拡大に努めております。また、ソーラーフィールド日田太陽光

発電所では予算比110％程度の発電量を得ることが出来、売上に貢献しております。こうしたことから本事業セグ

メントは引き続き増収増益となりました。

この結果、当連結会計年度の本事業セグメントの業績は、外部顧客に対する売上高で4,173百万円（前年同期比

82.0％増、グループ内取引を含めた売上高：前年同期比76.5％増）、営業利益1,535百万円（前年同期比162.0％

増）となりました。

 

(2) キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度における現金及び現金同等物の期末残高は686百万円増加し、949百万円となりました。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動により得られた資金は、2,509百万円(前年同期1,638百万円の収入)となりました。これは税金等調整前

当期純利益1,497百万円、減価償却費1,194百万円などによるものです。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動の結果使用した資金は、16百万円(前年同期835百万円の支出)となりました。これは連結範囲の変更を

伴う子会社株式の取得による収入134百万円があった一方、有形固定資産の取得による支出166百万円などがあった

ことによるものです。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動の結果使用した資金は、1,807百万円(前年同期1,004百万円の支出)となりました。これは長期借入によ

る収入2,100百万円があった一方、長期借入金の返済による支出1,768百万円や割賦債務の支払額1,628百万円が

あったことによるものです。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

省エネルギー支援サービス事業では、サービスの提供にあたり製品の生産は行っておりませんので、生産実績に

ついて記載すべき事項はありません。グリーンエナジー事業における生産は、それぞれの事業における発電所の発

電であり、その実績は次のとおりです。

セグメントの名称 発電実績（ＭＷｈ) 前年同期比（％)

グリーンエナジー事業 166,882.69 106.3

合計 166,882.69 106.3
 

(注) グリーンエナジー事業の発電実績は、㈱日田ウッドパワー、㈱白河ウッドパワー、ソレイユ日田㈱３箇所の発

電所より送電された電力です。

 

(2) 受注実績

省エネルギー支援サービス事業においては、顧客の需要に応じてサービスを提供いたします。また、グリーンエ

ナジー事業においても、顧客の需要に応じてサービスを提供いたします。いずれも、受注販売の方式を採用してお

りませんので、受注状況について記載すべき事項はありません。

 

(3) 販売実績

当連結会計年度における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりです。

セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同期比(％)

省エネルギー支援サービス事業　　　　　　　 3,449 △8.5

グリーンエナジー事業　　　　　　　　　　　 4,173 82.0

合計 7,622 25.7
 

(注) １．セグメント間取引については、相殺消去しております。

２．主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

相手先
前連結会計年度 当連結会計年度

金額（百万円) 割合（％) 金額（百万円) 割合（％)

日本テクノ株式会社 1,115 18.39 3,914 51.35

株式会社ブリヂストン 992 16.37 950 12.47

トヨタ自動車九州株式会社 634 10.46 741 9.73
 

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３ 【対処すべき課題】

近年の我が国のエネルギーに関する環境は、原子力発電所の再稼働を筆頭に化石燃料をベースとした火力発電所

依存による温暖化ガス排出量の増加や電力価格の上昇、電力供給不足の懸念といった問題が山積し、先行きに関し

て極めて不透明な状態が継続しております。また、電力需給に関しては電力小売の完全自由化や発送電分離など大

きな変革期を迎える状況となってまいりました。

このような状況の下、当社グループでは中長期的な展望として省エネルギー支援はもとより、これからさらに開

発が進むであろう木質バイオマス発電事業及び同事業の周辺分野に積極的な投資を実施し、事業基盤の長期的な安

定を図るとともに、この分野におけるパイオニア、エキスパートとしての地位を確立していくことに注力してまい

ります。

このため、これらを推進する人材の確保、教育、訓練を重要な課題と位置づけ、日々進化する省エネルギー技

術、木質バイオマス発電所運営ノウハウのさらなる研鑽に努めてまいります。また、大分県豊後大野市に新設する

子会社の木質バイオマス発電所の建設を確実に進捗させるとともに、発電所稼働に必要な事業環境の構築、整備を

重要かつ最大の課題と認識しております。これらの課題に対処するため、人材の募集や教育、燃料調達ネットワー

クの広域化を積極的に推進してまいります。

 
４ 【事業等のリスク】

「事業等のリスク」には、当社グループの財政状態、経営成績並びに現在及び将来の事業等に関してリスク要因

となる可能性があると考えられる主な事項を記載しております。また必ずしもそのようなリスク要因に該当しない

事項についても、投資家の投資判断上重要であると考えられる事項については、投資家に対する積極的な情報開示

の観点から以下に開示しております。

　将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において、当社グループが入手可能な情報等に基づいて判断したも

のです。

 

①省エネルギー支援サービス事業について

ⅰ　パフォーマンス契約であること

　省エネルギー支援サービス事業は、対象施設全体のエネルギー使用状況に関する調査、診断、コンサルティン

グから施工、維持管理、その後の効果の測定・検証の提供までを一貫して行い、実施した省エネルギー対策につ

いて、一定の省エネルギー効果を保証するものです。　

　ギャランティード・セイビングス契約は、ＥＳＣＯ事業者による省エネルギー方策の提案に基づき、顧客企業

が省エネルギー設備の投資を実施し、資金調達も顧客企業が行うものです。ＥＳＣＯ事業者は、省エネルギー設

備導入による効果を測定・検証します。

　シェアード・セイビングス契約は、ＥＳＣＯ事業者が顧客企業に代わり省エネルギー設備の設備投資を行うも

のであり、省エネルギー設備導入により生じる顧客企業におけるコスト削減効果を、顧客とＥＳＣＯ事業者が分

けあうものです。当社グループにおける契約形態は、シェアード・セイビングス契約が中心となっておりま

す。　

ギャランティード・セイビングス契約及びシェアード・セイビングス契約はいずれも、一定のエネルギー削減

効果をＥＳＣＯ事業者が保証するパフォーマンス契約を包含しており、一定の省エネルギー効果が実現できない

場合には、ＥＳＣＯ事業者は顧客企業に対してパフォーマンス契約に基づく省エネルギー保証値を補償するリス

クを負っております。

　またシェアード・セイビングス契約は、ＥＳＣＯ事業者が顧客に代わり省エネルギー設備の投資を行うため、

顧客信用力に起因する設備投資に係る回収リスクを潜在的に内包しております。当社グループにおいては、小型

案件の一部例外を除いて、金融機関との間で当該回収リスクは金融機関が負うノン・リコース型ファイナンス契

約を組成することにより、顧客の倒産リスクを回避しております。
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ⅱ　燃料価格の変動について

　省エネルギー支援サービス事業の一つのサービス・メニューとしてオンサイト発電サービスがあります。本

サービスは、ＥＳＣＯ事業者が顧客に代わり自家発電設備への投資を行い、自家発電設備の運転・維持管理を代

行し、顧客に電力等を供給するものです。　

　本サービス実施のためには、重油・ＬＮＧ等の発電用燃料を当社グループが調達する必要があります。重油・

ＬＮＧ等の燃料価格は、世界的な原油需要や産油国の動向により変動しますが、燃料価格の高止まり又は著しい

高騰等の事象が発生した場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

ⅲ　設備の安定稼動について

　当社グループが保有するオンサイト発電設備（自家発電代行サービス用設備）等の運営においては、設備が安

定稼動するようにメーカー及びメンテナンス会社と十二分に協議を重ね、保守・点検を実施し、運営を行ってお

ります。しかしながら、当社グループの想定外の理由に伴い、計画した稼動を行うことが出来ず、当社グループ

の業績に影響を与える可能性があります。

ⅳ　個別事業の中途清算等について

　省エネルギー支援サービス事業の契約形態のうちシェアード・セイビングス契約では設備所有を当社が担って

おり、顧客とのエネルギーサービス契約は契約終了時に更新又は設備の購入の選択権を顧客が有しております。

当事業スキームでは、原則的に設備は法定耐用年数に相当する期間利用することを前提としておりますが、何ら

かの事情により事業を中止及び契約期間中又は終了時に清算することとなり、顧客が設備購入を選択した場合、

購入額と設備の簿価又は設備に係る債務残高との差異、あるいはその他債務の負担等により、当社グループの業

績に影響を及ぼす可能性があります。

 

②グリーンエナジー事業（再生可能エネルギーによる発電事業）について

当社グループの運営する発電所は、平成24年７月に施行された「電気事業者による再生可能エネルギー電気の

調達に関する特別措置法」（再生可能エネルギー固定価格買取制度）に基づく発電事業を営んでおります。

この制度を背景として、現在、木質バイオマス発電所を大分県日田市及び福島県白河市で、太陽光発電所を大

分県日田市で操業しております。固定価格買取制度の電力買取条件については、調達価格等算定委員会にて買取

価格等について検討がなされ年度ごとに見直しが行われます。一度適用された買取価格は契約期間中に変更され

ることはありませんが、新規の設備に適用される買取価格は、その買取価格の変更に伴い当社グループの業績に

影響を及ぼす可能性があります。また、政策の転換等により既存の発電所が同制度の適用を受けられなくなった

場合、同じく当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

ⅰ　木質バイオマス燃料の確保について

　木質バイオマス発電所の運営においては、安定的な燃料を確保することが重要です。当社グループが燃料とし

て使用する木質バイオマス燃料は、伐採木材、製材所や木工加工メーカー等から排出される廃材、建築解体現場

から排出される建築廃材等を粉砕加工したものです。当社グループは、木質バイオマス燃料製造会社（以下、

「燃料製造会社」）から木質バイオマス燃料を購入いたしますが、自然災害等の不測の事態により燃料製造会社

から木質バイオマス燃料の供給が中断する場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

ⅱ　木質バイオマス燃料の品質の確保について

　木質バイオマス発電所の運営においては、安定的な燃料量を確保することと共に、その品質の安定化が重要で

す。 当社グループは、調達する木質バイオマス燃料の品質に関し燃料製造会社と契約書や合意書を取り交わし

ておりますが、想定された規格に満たない品質の燃料、もしくは燃料に異物が混入した場合には、発電設備に損

傷を与える可能性があり、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。
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ⅲ　設備の安定稼動について

　木質バイオマス発電所の運営においては、設備が安定稼動するようにメーカー及びメンテナンス会社と十二分

に協議を重ね、保守・点検を実施し、運営を行っております。しかしながら当社グループの想定外の事態が発生

し設備が損傷した場合、計画した発電を行うことが出来ず当社グループの業績に影響を与える可能性がありま

す。

 

③自然災害及び不測の事故等について

当社グループが保有するオンサイト発電設備（自家発電代行サービス用設備）及び木質バイオマス発電所、太

陽光発電所、さらには推進中の新設木質バイオマス発電所について、自然災害、人為的なミス、テロ、燃料供給

の中断又はその他の不測の事態により、事業運営や事業計画に支障を来たし、ひいては顧客企業、周辺地域に悪

影響を及ぼす可能性があります。

 

④国のエネルギー政策の転換又は国際社会情勢の変化について

現在、我が国はエネルギー政策基本法に基づき省エネルギーの推進、再生可能エネルギーの導入を進めており

ます。また国際社会においては、気候変動に関する国際連合枠組条約に基づき温室効果ガスの削減が取り組まれ

ております。同条約の京都議定書は、これをロシアが正式に批准したことにより、平成17年２月16日に発効し、

国際社会における温暖化ガス削減に向けた実効性のある取組みが確立されることになりました。

　我が国のエネルギー政策は、施行された再生可能エネルギー固定価格買取制度により今後様々な分野で変革が

進行すると予想されます。これらの基本方針や施策の変更により、当社グループの事業運営や業績に大きな影響

を及ぼす可能性があります。

 

⑤法的規制について

当社グループの事業の一部は、「電気事業法」による規制を受けており、本法規を遵守する義務があります。

また、経済産業省資源エネルギー庁が実施する新エネルギー事業者支援対象補助金や独立行政法人新エネル

ギー・産業技術総合開発機構（ＮＥＤＯ）が実施するエネルギー使用合理化事業者支援事業補助金等の交付を受

けております。したがって、国の補助金の適正運用を定めた「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法

律」の適用を受けます。

　当社グループが保有するオンサイト発電設備においては、廃油（エンジンオイル）の処理が必要であり、当社

グループは排出者として「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」を遵守する義務があります。当社グループがこ

れら法律及び規制を遵守できなかった場合には、当社グループの事業運営や業績に影響を及ぼす可能性がありま

す。

 

⑥新株予約権の行使による株式価値の希薄化について

当社グループは、当社の役員、従業員及び子会社従業員に対するインセンティブを目的としてストックオプ

ション制度を導入しております。会社法第236条、第238条及び第240条の規定に基づく新株予約権を当社の役員、

従業員及び子会社従業員に対して付与しております。

　現在付与している新株予約権に加えて、今後付与される新株予約権の行使が行われた場合、保有株式の株式価

値が希薄化する可能性があります。
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⑦大株主の状況について

平成23年２月28日付第三者割当増資により日本テクノ㈱は当社の筆頭株主となり、同社が保有する議決権数は

平成26年６月30日現在、当社の発行済株式総数の35.1％となっています。このことから、同社による当社株主総

会での議決権行使が、当社の事業運営等のガバナンスに影響を与える可能性があります。しかしながら、今後の

新たな省エネルギー及び再生可能エネルギーに関するビジネス展開を拡充していく点で、同社との協調関係を構

築することは当社の企業価値向上に資するものであり、株主の皆様の利益向上にもつながると考えております。

なお、当社の事業活動において、同社からの制約は無く、事業運営上の独立性は確保されていると認識しており

ます。

 

⑧東日本大震災による影響について

平成23年３月11日に発生した東日本大震災による影響は、当社グループの顧客設備への直接的な被害のほか、

当社グループの白河ウッドパワー発電所における放射線量増加や、電力供給力不足による生産性の低下や物流の

停滞等広範に亘る結果となりました。これらの悪影響が思うように改善、復旧されず長期化した場合、当社グ

ループの業績に影響を与える可能性があります。

　

⑨金利の変動について

当社グループは、運転資金、設備投資資金について金融機関から調達しております。調達については、近年の

金利水準の動向から条件の有利な変動金利を採用しております。このうち、一部金利スワップ取引を実施するこ

とにより金利変動リスクの軽減を図っておりますが、金利が大きく変動した場合は、当社グループの業績及び財

政状態に影響を及ぼす可能性があります。

 
⑩　特定取引先への販売について

平成25年７月に㈱白河ウッドパワーを連結子会社化したことにより、平成26年６月期連結会計年度における日

本テクノ㈱への売上高は、当社グループ連結売上高のうち51.4％を占めております。これは、グリーンエナジー

事業における木質バイオマス発電所の電力を全量同社へ販売しているためです。同社との販売契約は１年毎に見

直しており、当社グループは安定的かつ適正な条件で電力販売を行う方針でありますが、同社との電力販売契約

において販売条件の変更又は解約等が発生した場合や、他の電気事業者と同様の電力販売契約が締結できない場

合には、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

 
⑪　建設予定の発電所について

当社グループでは、大分県豊後大野市において、大分第２木質バイオマス発電所（仮称）の建設を計画してお

ります。当該建設計画は、既に土地売買契約を締結し、固定価格買取制度の設備認定を取得しており、順次進行

しておりますが、予期せぬ事象の発生等により、建設計画が大幅に変更された場合又は当該発電所の完工が遅れ

た場合には、当社グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

 
５ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

 

６ 【研究開発活動】

当連結会計年度における研究開発費の金額は10百万円です。

　これは、グリーンエナジー事業において、未利用材の燃料供給元である山林の実態調査や、山林経営を考える足掛

かりとすることを目的として、大分県豊後大野市の山林を購入したものです。
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７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものです。

(1) 重要な会計方針及び見積もり

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されて

おります。この連結財務諸表の作成にあたって、繰延税金資産の計上について回収可能性を検討し、妥当と判断さ

れる額を流動資産及び法人税等調整額に計上しております。

 

(2) 当連結会計年度の経営成績

（売上高及び売上原価）

省エネルギー支援サービス事業においては既存のオンサイト自家発電事業、業務系エスコ事業、新規施工案件が

堅調に推移したこと、グリーンエナジー事業においては㈱白河ウッドパワーの連結子会社化や、発電設備が順調に

稼働したことにより売上高は増加いたしました。この結果、当連結会計年度における売上高は、7,622百万円（前

年同期比25.7％増）となりました。

売上原価については、グリーンエナジー事業での連結子会社の増加や固定価格買取制度移行による燃料仕入高の

増加があったものの、売上高の増加がその分を上回り、売上総利益は2,056百万円（前年同期比112.1％増）となり

ました。

（販売費及び一般管理費）

当連結会計年度における販売費及び一般管理費は連結子会社の増加などがあり、484百万円（前年同期比17.4％

増)となりました。

（営業外収益及び営業外費用）

当連結会計年度における営業外収益は148百万円（前年同期比61.1％増)、営業外費用は334百万円（前年同期比

103.5％増)となりました。営業外収益増加の主な要因は、ソレイユ日田㈱において割賦解約益が計上されたことに

よるものです。営業外費用増加の主な要因は、アールイー大分㈱において資金調達を行った際、アレンジメント

フィー及び関連費用を計上したことによるものです。

（特別利益及び特別損失）

当連結会計年度における特別利益は455百万円（前年同期0百万円)となりました。内容は株式の段階取得に係る

差益及び負ののれん発生益です。特別損失は342百万円（前年同期265百万円)となりました。主な内容は、省エネ

ルギー支援サービスのオンサイト自家発電プロジェクトの一部契約変更による減損損失です。

 

(3) 財政状態の分析

(資産)

　当連結会計年度末における資産合計は、前連結会計年度末に比べ1,511百万円増加し12,710百万円となりました。

これは主に、収益の増加による現金及び預金の増加や、繰延税金資産の計上、㈱白河ウッドパワー並びにアール

イー大分㈱を連結したことにより各資産が増加したことによるものです。

(負債)

　当連結会計年度末における負債合計は、前連結会計年度末に比べ111百万円減少し10,397百万円となりました。こ

れは主に、長期未払金が減少したことによるものです。

(純資産)

　当連結会計年度末における純資産は、前連結会計年度末に比べ1,623百万円増加し2,312百万円となりました。主

な増加の要因は、当連結会計年度の当期純利益による利益剰余金の増加です。

 

(4) 経営成績に重要な影響を与える要因について

平成26年４月に新たなエネルギー基本計画が閣議決定され、原子力発電所の位置づけや再稼働への道筋、再生可

能エネルギーの導入加速、石炭火力発電の再評価からその他の一次エネルギーの事業基盤の再構築等、エネルギー

需給に関する長期的、総合的かつ計画的に講ずべき施策が示されました。

EDINET提出書類

株式会社ファーストエスコ(E05470)

有価証券報告書

16/86



 

このエネルギー基本計画の前段では、国産エネルギーの脆弱性や需給構造の変化、資源価格の不安定さのほか、

温暖化ガス排出量や電気料金負担の増加等、様々な課題が提起され、今後、エネルギー需給構造の改革を大胆に進

めていくことが不可避と結論しています。今後、種々の課題対応や需給構造改革に関する施策が実施された場合、

各種法条例に基づく補助金や規制又は業界の再編等の事象が当社グループの経営成績に重要な影響を与える要因と

なり得ると考えております。

 

(5) 経営戦略の現状と見通し

当社グループではグリーエナジー事業において、木質バイオマス発電及びその周辺事業を主要な事業としており

ますが、平成24年７月に施行された再生可能エネルギーの固定価格買取制度の影響を受け、木質バイオマス発電事

業についても様々な業種からの新規参入が顕著となってまいりました。これは、全国各地の森林再生を目的として

主に県の森林振興部署と地元の林業、木材関係者らが積極的に森林資源のユーザーとなる木質バイオマス発電事業

者を誘致する動きを展開したこと、また、再生可能エネルギーの中で天候に左右されず安定的に電力を供給するこ

とが可能な電源であること、持続可能な自然由来のエネルギーの期待が高まったこと等によるもの考えられます。

このような状況の中、これまで培った木質バイオマス発電に関する運営ノウハウを最大限活用しこの分野におけ

る未利用木材の利用促進、発電所の開発、電力の供給に尽力してまいる所存です。現在、大分県豊後大野市におい

て新たな木質バイオマス発電所の建設を推進中でありますが、この建設を確実に進捗させるとともに早期の設備稼

働を実現し、安定的な電力の供給と地元関連産業の活性化を推進していくことが社会貢献につながり企業価値の向

上に資するものと考えております。

 

(6) 資本の財源及び資金の流動性についての分析

当連結会計年度における当社グループのキャッシュ・フローにつきましては、当連結会計年度末における現金及

び現金同等物が前連結会計年度末に比べ686百万円増加し949百万円となりました。当連結会計年度における状況に

つきましては、「第２ 事業の状況 １ 業績等の概要 (2)キャッシュ・フローの状況」をご参照ください。

 

(7) 経営者の問題認識と今後の方針について

省エネルギー支援サービス事業では、今後、東京オリンピックの開催に向け進むであろう産業界の既存設備の更

新や社会インフラ整備を機に、政府の目指すエネルギーミックスの最適化を視野に入れ、総合エネルギーマネジメ

ントのエキスパートとしてエネルギー施策を支援してまいります。

グリーンエナジー事業において木質バイオマス発電事業の分野は、発電量を人がコントロールできる電源、ま

た、バイオガスやバイオディーゼルと比較して既知の技術をすぐに利用できる電源として、化石燃料電源に替えて

二酸化炭素の排出量を低減させる必要から近々に一定の発展を遂げる分野であると考えられます。木質バイオマス

発電事業を拡大発展させるには、森林系未利用チップの分野で今まで活用されていなかった森林系未利用チップの

生産に欠かせない林業、運搬、加工といった地場のサプライ環境が整うことが必要であり、これら二つの事業分野

はともに拡大発展していくものと判断されます。当社グループでは、すでに一定程度環境の整備が整っている大分

県日田市、福島県白河市を足掛かりとして、今回のアールイー大分㈱の木質バイオマス発電所の開発を通じ、ユー

ザーとして未利用木材の利用促進に参画し森林再生や周辺産業の発展に貢献してまいる所存です。

これらの活動を通じて、さらなる事業領域の拡大と収益基盤の安定的な発展を目指してまいります。
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第３ 【設備の状況】

 

１ 【設備投資等の概要】

当連結会計年度においては502百万円の設備投資を実施いたしました。セグメントごとの設備投資について示すと

次のとおりであります。

(1)省エネルギー支援サービス事業

当連結会計年度においては317百万円の設備投資を実施いたしました。主な内容はエネルギーサービス契約更新

による発電設備等の取得です。なお、重要な設備の除却又は売却はありません。

(2)グリーンエナジー事業

当連結会計年度においては176百万円の設備投資を実施いたしました。主な内容は既存バイオマス発電所におけ

る発電設備増強や場内整備、新規バイオマス発電所の基本計画支援等です。なお、重要な設備の除却又は売却はあ

りません。

(3)全社

当連結会計年度においては８百万円の設備投資を実施いたしました。主な内容はソフトウェアの購入です。な

お、重要な設備の除却又は売却はありません。

　

２ 【主要な設備の状況】

当社グループにおける主要な設備の状況は、次のとおりです。

(1)提出会社

　①当社が顧客の敷地内にて所有する省エネルギー支援サービス事業用の設備（平成26年６月30日現在)

セグメントの
名称

所在地 設備の内容

帳簿価額（百万円)
従業員数
(名)建物

及び構築物
機械

及び装置
工具、器具
及び備品

リース資産 合計

省エネルギー支
援サービス事業

福岡県
(２ヶ所)

オンサイト
発電用資産

241 1,336 ― 2 1,580 ―

省エネルギー支
援サービス事業

群馬県
(６ヶ所)

オンサイト
発電用資産

30 252 ― 148 431 ―

省エネルギー支
援サービス事業

愛知県
(４ヵ所)

オンサイト
発電用資産

109 402 ― ― 511 ―

省エネルギー支
援サービス事業

長野県
(２ヵ所)

オンサイト
発電用資産

28 119 ― ― 148 ―

省エネルギー支
援サービス事業

兵庫県
(１ヶ所)

オンサイト
発電用資産

22 402 ― ― 424 ―

省エネルギー支
援サービス事業

埼玉県
(１ヶ所)

オンサイト
発電用資産

45 152 ― ― 197 ―

省エネルギー支
援サービス事業

山口県
(１ヵ所)

オンサイト
発電用資産

32 269 ― ― 301 ―

省エネルギー支
援サービス事業

茨城県
(２ヵ所)

オンサイト
発電用資産

0 0 ― 16 16 ―

省エネルギー支
援サービス事業

栃木県
(２ヵ所)

オンサイト
発電用資産

30 156 ― 156 344 ―

省エネルギー支
援サービス事業

佐賀県
(１ヵ所)

オンサイト
発電用資産

38 187 ― ― 226 ―

省エネルギー支
援サービス事業

その他
(６ヵ所)

オンサイト
発電用資産

45 375 ― ― 421 ―

省エネルギー支
援サービス事業

熊本県
(１ヵ所)

省エネ設備 ― ― 4 ― 4 ―

省エネルギー支
援サービス事業

東京都
(１ヵ所)

省エネ設備 ― ― ― 82 82 ―

合　計（30ヵ所) 625 3,654 4 407 4,691 ―
 

(注)　その他に、オペレーティング・リース取引、及びファイナンス・リース取引に基づく省エネルギー支援サービ

ス事業資産があり、その未経過リース料は571百万円です。
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　② 当社が本社及び事業所にて所有する自社用の設備（平成26年６月30日現在)

事業所名
セグメントの

名称
設備の内容

帳簿価額（百万円)
従業員数
(名)

賃借事務
所面積
(㎡)建物

及び構築物
工具、器具
及び備品

合計

本社
(東京都中央区)

全社 本社設備 13 1 15
12
(―)

465

本社
(東京都中央区)

省エネルギー支援
サービス事業

本社設備 ― 0 0
20
(６)

―

関西事業所
(和歌山県
 和歌山市）

省エネルギー支援
サービス事業

支社設備 ― ― ―
1

(―)
68

合　計 13 1 15
33
(６)

 
 

(注)　従業員数は、就業人員数を記載しており、臨時雇用者数（パートタイマー、契約社員、季節従業員を含んでお

ります。）は（　）外数で記載しております。

 

(2) 国内子会社（平成26年６月30日現在)

会社名
事業所
(所在地)

セグメント
の名称

設備の
内容

帳簿価額（百万円)
従業員
数(人)建物

及び構築物
機械装置
及び運搬具

工具、器具

 及び備品

土地

(面積㎡)

リース資

産
その他 合計

株式会社日田
ウッドパワー

大分県

日田市

グリーンエ
ナジー事業

発電所 677 1,268 2
241

（21,586㎡）
― ― 2,189

―
(―)

株式会社白河
ウッドパワー

福島県

白河市

グリーンエ
ナジー事業

発電所 481 706 13
184

（35,093㎡）
― 24 1,410

―
(―)

株 式 会 社
ファーストバ
イオス

東京都

中央区

グリーンエ
ナジー事業

運搬機器

土地
3 16 0

1
（48,538㎡）

4 ― 26
60

(１)

ソレイユ日田
株式会社

大分県

日田市

グリーンエ
ナジー事業

発電所 37 617 ―
145

（49,674㎡）
― 0 801

―
(１)

アールイー大
分株式会社

大分県豊

後大野市
グリーンエ
ナジー事業

発電所 ― ― ― ― ― 35 35
―

(―)
 

(注)　従業員数は、就業人員数を記載しており、臨時雇用者数（パートタイマー、契約社員、季節従業員を含んでお

ります。）は（　）外数で記載しております。

 

３ 【設備の新設、除却等の計画】

当社グループの設備投資については、景気予測、業界動向、投資効率等を総合的に勘案して策定しております。

なお、平成26年６月30日現在における重要な設備の新設の計画並びに除却等は次のとおりです。

(1) 重要な設備の新設

会社名
事業所

（所在地）

セグメント

の名称

設備の

内容

投資予定金額
資金調達

方法

着手及び完了予定月
完成後の

増加能力総額

(百万円)

既支払額

(百万円)
着手 完了

アールイー大
分株式会社

大分県

豊後大野市

グリーンエナ

ジー事業

発電設備及び

土地等
8,000 35

 増資資金、

自己資金

及び借入金

平成26年８月 平成28年６月 (注)

 

　(注)　完成後の増加能力は、送電量で約12万MWh/年（送電端）の増加を想定しております。

 
(2) 重要な除却等

該当事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 58,200,000

計 58,200,000
 

(注) １.　平成25年９月27日開催の定時株主総会における定款一部変更議案の承認可決により、同日付けで定款の一

部変更が行われ、発行可能株式総数は332,000株増加し、582,000株となっております。

２.　平成25年11月12日開催の取締役会の決議により、株式の分割に伴い平成26年１月１日を効力発生日とし

て、当社定款を変更し、発行可能株式総数を株式の分割の割合に応じて増加することといたしました。これ

により、発行可能株式総数は57,618,000株増加して58,200,000株となっております。　

 
② 【発行済株式】

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成26年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成26年９月26日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 14,550,100 16,750,100
東京証券取引所
(マザーズ)

単元株式数は100株でありま
す。

計 14,550,100 16,750,100 ― ―
 

(注) １．平成25年11月12日開催の取締役会の決議により、株式の分割に伴い平成26年１月１日を効力発生日として、

普通株式１株につき100株の割合をもって分割を行いました。これにより、発行済株式の総数は14,404,599

株増加して14,550,100株となっております。

２．平成25年11月12日開催の取締役会の決議により、株式の分割に伴い平成26年１月１日を効力発生日として、

当社定款を変更し、単元株式数を100株とする単元株制度を採用いたしました。

３．平成26年９月10日を払込期日とする一般募集及び並行第三者割当増資による新株式の発行により、発行済株

式総数が2,200,000株増加し、16,750,100株となっております。
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(2) 【新株予約権等の状況】

平成24年６月21日の取締役会決議により発行した会社法に基づく新株予約権は、次のとおりです。

区分
事業年度末現在

(平成26年6月30日)
提出日の前月末現在
(平成26年８月31日)

新株予約権の数（個) 880 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個) ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株) 880,000 同左

新株予約権の行使時の払込金額（円) 296 同左

新株予約権の行使期間
自　平成26年10月１日
至　平成29年７月５日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額（円)

発行価格　　　　303
資本組入額　　　152

同左

新株予約権の行使の条件

①新株予約権者は、平成25年
６月期及び平成26年６月期の
監査済みの当社連結損益計算
書（連結財務諸表を作成して
いない場合は、損益計算書）
において営業利益合計が700
百万円を超過している場合に
のみ、本新株予約権を行使す
ることができる。なお、国際
財務報告基準の適用等により
参照すべき営業利益の概念に
重要な変更があった場合に
は、別途参照すべき指標を取
締役会にて定めるものとす
る。
②新株予約権者は、新株予約
権の権利行使時においても、
当社又は当社関係会社の取締
役、監査役又は従業員である
ことを要する。ただし、任期
満了による退任、定年退職、
その他正当な理由があると取
締役会が認めた場合は、この
限りではない。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項

譲渡による本新株予約権の取
得については、当社取締役会
の決議による承認を要するも
のとする。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

― ―
 

(注) １．本新株予約権１個当たりの目的である株式の数（以下「付与株式数」という。）は、当社普通株式1,000株

とする。

２．付与株式数は、本新株予約権の割当日後、当社が株式分割（当社普通株式の無償割当てを含む。以下同

じ。）又は株式併合を行う場合、次の算式により調整されるものとする。ただし、かかる調整は、本新株予

約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的である株式の数についてのみ行われ、調整の結

果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割（又は併合）の比率

また、本新株予約権の割当日後、当社が合併、会社分割又は資本金の額の減少を行う場合その他これらの場

合に準じ付与株式数の調整を必要とする場合には、合理的な範囲で、付与株式数は適切に調整されるものと

する。

３．新株予約権の割当日後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、調整

による１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割（又は併合）の比率
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４．本新株予約権の割当日後、当社が当社普通株式につき時価を下回る価額で新株の発行又は自己株式の処分を

行う場合（新株予約権の行使に基づく新株の発行及び自己株式の処分並びに株式交換による自己株式の移転

の場合を除く。）、 次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げる。

    
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後行使価額＝調整前行使価額×
新規発行前の１株あたりの時価

既発行株式数＋新規発行式数
 

なお、上記算式において「既発行株式数」とは、当社普通株式にかかる発行済株式総数から当社普通株式に

かかる自己株式数を控除した数とし、また、当社普通株式にかかる自己株式の処分を行う場合には、「新規

発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。

さらに、上記のほか、本新株予約権の割当日後、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、その他

これらの場合に準じて行使価額の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で適切に行使価額の調

整を行うことができるものとする。

５．平成26年１月１日付で普通株式１株につき100株の割合で株式分割を行っております。これにより「新株予

約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予約権の行使により株式を発

行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

平成22年３月16日～
平成22年６月30日

(注)１
1,000 90,010 5 6,600 5 4,288

平成23年２月28日
(注)２

55,491 145,501 239 6,840 239 4,528

平成23年８月23日
(注)３

－ 145,501 － 6,840 △4,528 －

平成24年11月１日
(注)４

－ 145,501 △5,840 1,000 － －

平成26年１月１日
(注)５

14,404,599 14,550,100 ― 1,000 ― ―
 

(注) １．平成22年３月15日発行の第10回新株予約権の権利行使による増加です。

２．平成23年２月28日の第三者割当増資による増加です。

割当先；日本テクノ株式会社　発行価格；8,650円/株　資本組入額；4,325円/株

３．資本準備金の減少は欠損填補によるものであります。

４．第16期定時株主総会の決議により、会社法第447条第１項の規定に基づき資本金を5,840百万円減少しその他

資本剰余金に振り替え、更に同振替額の全額を会社法第452条の規定に基づき繰越利益剰余金に振り替え欠

損填補を行っております。

５．平成26年１月１日付の株式分割（１株→100株）によるものであります。

６．平成26年９月10日を払込期日とする一般募集及び並行第三者割当増資による新株式の発行により、発行済株

式総数が2,200,000株、資本金及び資本準備金がそれぞれ970百万円増加しております。
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(6) 【所有者別状況】

平成26年６月30日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数100株）

単元未満
株式の状況

(株)
政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数
(人)

－ 10 22 75 23 11 7,485 7,626 －

所有株式数
(単元)

－ 22,351 8,122 56,191 9,490 129 49,208 145,491 1,000

所有株式数
の割合（％)

－ 15.36 5.58 38.62 6.52 0.09 33.82 100.00 －
 

　

(7) 【大株主の状況】

平成26年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％)

日本テクノ株式会社 東京都新宿区西新宿１－25－１ 5,104,400 35.08

日本トラスティ・サービス信託銀行株式
会社（信託口）

東京都中央区晴海１－８－１1
786,800 5.41

資産管理サービス信託銀行株式会社（証
券投資信託口）

東京都中央区晴海１－８－１２ 503,600 3.46

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１－２－10 395,000 2.71

株式会社ＳＢＩ証券 東京都港区六本木１－６－１ 360,900 2.48

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY
（常任代理人　株式会社みずほ銀行決済
営業部）

P. O. BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS
02101 U.S.A.
（東京都中央区月島４－１６－１３）

251,800 1.73

BNYM SA/NV FOR BNY GCM CLIENT 
ACCOUNT E LSCB
（常任代理人　株式会社三井住友銀行）

ONE CHURCHILL PLACE LONDON E14 5HP
UNITED KINGDOM
（東京都千代田区大手町１－２－３）

247,700 1.70

日本マスタートラスト信託銀行株式会社
（信託口）

東京都港区浜松町２－１１－３
206,000 1.42

あいおいニッセイ同和損害保険株式会社 東京都渋谷区恵比寿１－28－１ 200,000 1.37

松井証券株式会社 東京都千代田区麹町１－４ 179,000 1.23

計 ― 8,235,200 56.60
 

(注) １．ＤＩＡＭアセットマネジメント株式会社より平成26年６月18日付の大量保有報告書（変更報告書）が関東財

務局長に提出されておりますが（報告義務発生日平成26年６月13日）、当社として当事業年度末における実

質所有の株式数の確認ができないため、上記の大株主の状況には含めておりません。

なお、当該変更報告書の内容は次のとおりです。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

(株)
株券等保有割合

（％)

ＤＩＡＭアセットマネジメント株式会社 東京都千代田区丸の内３－３－１ 601,600 4.13
 

２．大和証券投資信託委託株式会社より平成26年６月19日付の大量保有報告書（変更報告書）が関東財務局長に

提出されておりますが（報告義務発生日平成26年６月13日）、当社として当事業年度末における実質所有の

株式数の確認ができないため、上記の大株主の状況には含めておりません。

なお、当該変更報告書の内容は次のとおりです。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

(株)
株券等保有割合

（％)

大和証券投資信託委託株式会社 東京都千代田区丸の内１－９－１ 1,043,400 7.17
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(8) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成26年６月30日現在

区分 株式数（株) 議決権の数（個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式（その他) ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式（その他) 普通株式 14,549,100 145,491 ―

単元未満株式 普通株式　　　1,000 ― ―

発行済株式総数 14,550,100 ― ―

総株主の議決権 ― 145,491 ―
 

 

② 【自己株式等】

該当事項はありません。

 

(9) 【ストック・オプション制度の内容】

当社は、新株予約権方式によるストック・オプション制度を採用しております。

当該制度は、会社法に基づき、平成24年６月21日の取締役会において決議されたものです。

　当該制度の内容は以下のとおりです。

 

決議年月日 平成24年６月21日

付与対象者の区分及び人数（名)
当社取締役　　　　　　４
当社従業員　　　　　　23
当社子会社従業員　　　47

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数（株) 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円) 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

同上
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２ 【自己株式の取得等の状況】
　

【株式の種類等】 該当事項はありません。
 

　

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

該当事項はありません。

　

３ 【配当政策】

当社グループの事業は多額の資金を必要とするものであり、経営計画が順調に進捗した場合は当分の間旺盛な資金

需要が続くことが見込まれます。

株主の方々への利益還元には充分に配慮し経営を推進しておりますが、現時点におきまして最も重要なことは当社

グループが持続的に成長発展を遂げることであると認識しております。このため現在進行中の新しい木質バイオマス

発電所の建設を着実に推進し、中長期の安定的な事業基盤の整備を最重要課題とし当面の配当は差控える方針です。

本発電所が稼働を開始し当社グループの収益状況に安定した推移が見込めるものと判断した上で配当を実施していく

方針です。

内部留保資金の使途については、将来の業容拡大のための事業開発、研究開発及び企業競争力を高める設備投資に

充て、収益性のさらなる改善、財務体質強化を通じて企業価値の向上を図るべく有効に活用してまいる所存です。

なお、当社は剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項については、法令に別段の定めがある場合を

除き、取締役会の決議によって行うことができる旨を定めております。また、毎事業年度における配当の回数につい

ては、中間配当として毎年12月31日、期末配当として毎年６月30日を基準日とするほか、別途基準日を定め配当を行

うことができる旨を定めております。

 
４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

 

回次 第14期 第15期 第16期 第17期 第18期

決算年月 平成22年６月 平成23年６月 平成24年６月 平成25年６月 平成26年６月

最高(円) 17,230 51,500 41,500 35,000
71,200
※1,341

最低(円) 9,050 4,000 16,450 16,850
26,080
※590

 

(注) １．最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズにおける終値を基準としております。

２．※印は、株式分割（平成26年１月１日、１株→100株）による権利落ち後の株価であります。
　

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

 

月別 平成26年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月

最高(円) 1,341 1,330 1,180 896 1,085 1,300

最低(円) 609 853 811 666 694 978
 

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズにおける終値を基準としております。
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５ 【役員の状況】
 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

代表取締役

社長
 島　﨑　知　格 昭和37年８月27日生

平成14年９月 三菱証券株式会社　部長代理

(注)３ 500
平成17年６月 当社  入社

平成18年９月 当社　取締役

平成20年５月 当社　代表取締役社長（現任）

専務取締役  児　島　裕　和 昭和43年８月27日生

平成４年４月 西日本旅客鉄道株式会社　入社

(注)３ 500

平成17年９月 当社  入社

平成20年９月 当社　取締役 事業部門管掌

平成23年９月 当社　専務取締役

事業部門管掌（現任）

常務取締役  小　池　久　士 昭和36年５月18日生

平成15年５月 株式会社共立メンテナンス

管理本部グループ経営部

副部長兼KMG経理センター室長

 

500

平成18年３月 当社  入社　  
平成18年10月 当社　経理部長 (注)３

平成21年９月

平成23年３月

平成23年９月

平成25年９月

 

当社 取締役財務経理部長

当社 取締役管理本部長

当社 常務取締役管理本部長

当社 常務取締役

管理部門管掌（現任）

 

取締役
内部監査

室長
岡　本　弘　之 昭和20年10月26日生

平成２年２月 日産自動車株式会社

不動産開発部次長
 

1,500

平成８年７月 株式会社ビルネット

ＰＭテナント事業本部部長

 
 

平成13年６月 同社　取締役 (注)３

平成20年９月 岡本ＰＭソリューションズ事務所　

代表（現任）
 

平成21年９月 当社　取締役  
平成23年３月 当社　取締役　内部監査室長

（現任）
 

取締役  鈴　木　信　一 昭和37年２月25日生

平成７年４月 弁護士登録

(注)３ －

 松下照雄法律事務所　入所

平成12年５月 鈴木信一法律事務所　代表

平成16年６月 ＨＣアセットマネジメント株式会

社　監査役（現任）

平成18年３月 幸橋法律事務所　代表（現任）

平成20年６月 ばんせい証券株式会社監査役

平成20年７月 ピーシーフェーズ株式会社

監査役（現任）

平成22年９月 当社　取締役（現任)

取締役

 

齋　藤　　裕 昭和14年４月19日生

平成３年６月 三菱商事株式会社

電子事業本部長

(注)３ －

 平成８年４月 株式会社シリウス代表取締役社長

 平成11年４月 日本エンコマース株式会社

  代表取締役社長

 平成13年３月 日本ベリサイン株式会社

  常勤監査役

 平成20年10月 株式会社ビー・ユー・ジー

 
 (現：ビー・ユー・ジー森精機株式

会社）取締役

 平成21年９月 当社　監査役

 平成23年９月 当社　取締役（現任）

 
平成26年６月 株式会社ビー・ユー・ジーＳＳＴ監

査役（現任）
 

 

EDINET提出書類

株式会社ファーストエスコ(E05470)

有価証券報告書

26/86



 

 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

常勤監査役  皆　川　則　雄 昭和24年６月１日生

平成10年７月 日商岩井株式会社

（現：双日株式会社）

東京本社ＡＬＭ管理室副室長

(注)４ －

平成14年10月 株式会社ダイアナ

取締役管理本部長兼財務部長

平成22年１月 フジ日本精糖株式会社　監査室長

平成22年６月 ユニテックフーズ株式会社

監査役

平成25年９月 当社　常勤監査役（現任）

監査役

 

上　田　　淳 昭和17年２月15日生

昭和49年２月 税理士登録

上田会計事務所開設　代表(現任)

(注)５ －
 平成15年９月 当社　税務顧問

 
平成18年７月 社会福祉法人恒勝会

理事長（現任）

 平成21年４月 当社　監査役（現任）

監査役

 

清　水　敏　生 昭和27年９月27日生

平成８年６月 物産機械情報サービス株式会社

取締役

(注)５ －

 
平成13年４月 日本ビジテック株式会社

代表取締役社長（現任）

 平成13年11月 国稀酒造株式会社

  非常勤監査役（現任）

 
平成14年12月 株式会社キャリアネットワーク　　

代表取締役社長

 平成18年４月 法政大学情報科学部兼任講師

 平成23年９月 当社　監査役（現任）

　　　　　計 3,000
 

(注) １．取締役　鈴木信一、齋藤裕は、社外取締役です。

２．監査役　皆川則雄、上田淳、清水敏生は、社外監査役です。

３．平成26年９月26日開催の定時株主総会の終結時から１年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する

定時株主総会の終結の時までです。

４．平成26年９月26日開催の定時株主総会の終結時から４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する

定時株主総会の終結の時までです。

５．平成23年９月22日開催の定時株主総会の終結時から４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する

定時株主総会の終結の時までです。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

当社は会社法等の法令で求められる業務の適正性を確保するための体制を整備するための「基本方針」を平成18

年５月15日開催の取締役会において決議しております。業務の適正性を確保するための体制整備には、会社法のほ

か金融商品取引法で求められる財務報告に係る内部統制の整備作業、その他の法令、条例を遵守することを通じて

達成されるべきであることから、これらの内部統制を包含する「基本方針」の適宜改定を実施しております。当社

の定める内部統制に関する「基本方針」の概要は以下のとおりです。

① コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社及び当社の連結子会社（以下「当社グループ」という）は、株主をはじめとするステークホルダーより信

頼を得る企業を目指すべく、コーポレート・ガバナンスの充実を経営上の最も重要な課題の一つとして位置付け

ております。

具体的には、経営の健全性、効率性及び透明性を高める観点より、経営の意思決定、業務執行及び監督、さら

には内部統制等について適切な体制を整備、構築し、必要な施策を実施しております。これらの基本的な方針は

次のとおりです。

 

内部統制に関する当社グループの取り組み

当社グループは、本基本方針に従い、会社法及び会社法施行規則が定めるところの株式会社の業務の適正を

確保するための体制、金融商品取引法が定めるところの財務計算に関する書類その他の情報の適正性を確保す

るための体制、その他企業価値の維持向上を図るための体制（以下、総称して「内部統制システム」という）

を整備する。

　当社グループは、社長を中心として、役職員全員で内部統制を推進していくとともに、内部統制委員会を設

置し、内部統制システムが有効に機能するように努める。

 

内部統制システムの整備に関する基本方針

(ⅰ)取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

a.法令・定款及び社会規範（以下「法令等」という）を遵守した行動の基準とするため、関係部署の管理の

下で規則・規程等の整備・運用を図る。

b.法令等遵守に係る事項につき、関連規則・規程等の浸透を図り、役職員の啓蒙に努める。

c.法令等に照らし疑義のある行為等について使用人が直接情報提供を行う手段として、ヘルプラインを設

置・運営する。

e.当社グループは、企業の社会的責任を十分認識し、反社会的な勢力に対しては、組織として毅然とした態

度で臨み、不当要求を拒絶し、それらの勢力との取引や資金提供などの一切の関係を遮断する。

(ⅱ)職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

a.取締役は、各々の業務執行又は意思決定における判断基準・判断理由を明確にするため、その職務執行に

係る情報を記録する。当社は、法令等及び関連諸規則に従い、所定の部署がこれを適切に保管し、取締役

及び監査役の迅速な職務遂行のために常時閲覧可能な体制を整える。

b.使用人の職務遂行に係る情報についても、法令等及び関連規則等に従い、取締役の職務執行に係る情報と

同様に取り扱うものとする。

c.当社グループは、情報漏洩防止のため、社内情報の取扱い並びに文書及び電磁的記録の保管方法を定め、

セキュリティを万全なものとする。

d.情報管理責任者及び関係部署は、連携して適時適切な情報開示に努める。

(ⅲ)損失の危険を管理する規程その他の体制

a.内部統制委員会は、リスクに関する規程に従い、リスクを網羅的・総括的に管理する。

b.全役職員は、有形無形を問わず、資産の取得・使用・処分の各段階におけるフローを確立し、資産の保全

に努める。
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(ⅳ)職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

a.取締役会は、業務執行取締役の管掌責任の明確化を図るため、各業務執行取締役の管掌業務を定める。

b.業務執行取締役は、社長諮問機関である経営会議を定期的に開催し、事業活動の統合調整と業務執行の意

思統一を図る。また、業務執行取締役以外の取締役の職務執行の効率化に資すべく、取締役会以外にも取

締役全員による情報交換の制度を設ける。

c.当社グループは、役職員の職務執行の効率化を図るため、職務権限及び意思決定ルールを策定し、各部署

の業務分掌を明確にする。

(ⅴ)企業集団における業務の適正を確保するための体制

a.子会社管理規程など関連規則等を制定し、グループ全体の状況を常時把握する部署を当社内に設置して重

要事項を取締役会に報告するなど、子会社管理制度の確立を図る。

b.当社グループは、業務フロー、会計システム等を含め、連携して制度の統一化を図る。

c.当社グループの各監査役間の連携を図り、必要に応じて情報交換・意見交換を行う。

(ⅵ)監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項並びにそ

の使用人の取締役からの独立性に関する事項

a.代表取締役は、監査役会からの補助使用人又は専属補助使用人設置の要求に対しては、監査役会の要求内

容を尊重する。

b.監査役は、内部監査室と連携して監査業務に必要な事項を実施する。

c.取締役は、監査役会の補助使用人及び内部監査室所属の使用人の人事異動・人事考課に関しては、監査役

会の意見を尊重する。

(ⅶ)監査役会又は監査役への報告に関する体制

a.取締役は、取締役会、監査役会又は各監査役に所定の事項を報告するものとし、監査役は、取締役・監査

役間の協議により定めた事項について取締役に対して定期的に報告を求めることができる。

b.使用人は、法令等違反等の所定の事項について、監査役に直接報告することができる。

(ⅷ)その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

a.監査役は、定期的に開催される代表取締役との意見交換会、当社子会社が保有する設備の見学等により、

当社グループの最新情報を取得することができる。

b.常勤監査役は、当社グループの最新の状況を把握するために、定期的に社内会議に出席し、また必要に応

じて使用人に意見交換及び情報提供を求めることができる。

(ⅸ)財務報告の信頼性を確保するための体制

a.当社グループは、有識者と連携の上、関係諸法令、関連諸規程及び一般に公正妥当と認められる企業会計

の基準に従い、会社の財政状態及び経営成績に関し真実の報告を行う。

b.当社グループは、金融庁策定『財務報告に係る内部統制の評価及び監査の基準』等に基づき、財務報告の

信頼性を確保するために必要な事項を実施する。

(ⅹ)その他企業価値の維持向上を図るための体制

a.当社グループは、経営資源の有効活用に努め、経営の効率性を高めて継続的な業績の向上を目指す。

b.当社グループは、その他企業価値の維持向上を図るために必要な事項を実施する。

 

②  企業統治の体制

当社は取締役会及び監査役制度を採用しております。当社の取締役は12名以内、監査役は４名以内とする旨及

び取締役、監査役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出

席し、その議決権の過半数をもって行う旨、及び取締役の選任決議は累積投票によらないものとする旨を定款で

定めております。また、事業年度における取締役の経営責任をよりいっそう明確にし、株主の皆様からの信任の

機会を増やすため、取締役の任期を１年とする旨定款に定めております。
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取締役には会社法第２条第15号に定める社外取締役を２名、監査役には会社法第２条第16号に定める社外監査

役を３名選任しております。

取締役会は、取締役６名（うち社外取締役２名）で構成され、経営方針、その他の経営に関する重要事項を決

定するとともに、業務執行状況を監督する機関として運用されております。取締役会規則に基づき、定例取締役

会を月１回開催しており、社外取締役も出席いたします。また、取締役会には３名の監査役も出席し、業務の執

行状況について、法令・定款に違反していないかどうかのチェックを行うとともに、必要に応じて意見を述べて

おります。

監査役会は、常勤監査役１名及び非常勤監査役２名（全員社外監査役）により構成され、前述の取締役会への

出席の他、業務、財務の状況の調査等を通じて、取締役の業務執行についての監査を行っております。

このほか当社は、常勤取締役４名及び常勤監査役１名からなる会議を機動的に開催し、取締役会の決議事項及

び重要事項について事前審議を行っております。

当社の内部統制については、基本方針に基づき代表取締役社長を委員長、常勤取締役を常任委員として合計４

名の内部統制委員会を設置し、統括的なリスク管理業務及びその評価、コンプライアンス等の啓蒙活動を実施し

ております。また、社内外の両視点からのチェック機能を有効に活かすべく、「会計監査人監査」「監査役監

査」「内部監査室監査」の三様監査体制を構築しております。

適時開示については、情報管理責任者に常務取締役を選任し、同本部内に経験豊かなスタッフを置くことによ

り財務関連のほか、重要な決定事実及び発生事実に関する情報を適時、適切な開示ができるよう整備しておりま

す。

当社のコーポレート・ガバナンス体制は以下のとおりです。
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③  内部監査及び監査役監査

監査役監査においては、前述のとおり常勤監査役１名及び非常勤監査役２名による取締役の職務執行状況の

監査を、会計上の会計監査のみならず取締役の行為全般にわたり業務監査を行っております。

監査役は、監査役会が定めた監査役監査基準に則り監査方針、監査計画、職務分担等に従い、毎月実施の定

例取締役会に出席するほか、定例取締役会の事前審議や業務部門で開催される業務連絡会等にも出席し事業環

境の状況把握及び意思決定のプロセスについて監視いたしております。また、常勤監査役に対し報告される四

半期毎の会計監査人の指摘事項は、他の監査役にも報告され監査役会の監査方針等へ反映されております。

内部監査は、代表取締役社長に直属する部署として直接報告を行う内部監査室を設置しております。内部監

査室の室長には取締役を配置し内部監査スタッフ２名を中心に内部監査規程に則って毎年度計画に基づく内部

監査を実施しております。また、内部監査スタッフとは別の法務部門１名、管理部門１名と連携してコンプラ

イアンスの状況を監査し、取締役会及び監査役会に報告しております。

 

④ 　社外取締役及び社外監査役

当社の社外取締役は２名、社外監査役は３名です。

すべての社外取締役及び社外監査役と当社との間に人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係はあ

りません。社外取締役及び社外監査役が企業統治において果たす機能及び役割として、業務執行取締役の職務の

執行の適正性や取締役会の意思決定のプロセス等に関して、独立の立場で一般株主の利益に配慮した公平で公正

な判断がなされるための牽制機能を期待しております。社外取締役鈴木信一、齋藤裕の２名及び常勤の社外監査

役皆川則雄を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

また、当社では社外取締役及び社外監査役を選任するための独立性に関する基準を明確な形で定めておりませ

んが、財務、会計、法律、経営等の専門的な知識や経験を備え一般株主と利益相反の生ずるおそれのないことを

基本的な考えとしております。

社外監査役による監査と内部監査、監査役会及び会計監査との相互連携並びに内部統制部門との関係につきま

しては上記「③内部監査及び監査役監査」に記載のとおりです。

なお、当社と社外取締役鈴木信一、齋藤裕及び社外監査役皆川則雄、上田淳、清水敏生は、会社法第427条第

１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づ

く損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額としております。

 

⑤  役員の報酬等

イ  提出会社の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額
(百万円)

報酬等の種類別の総額(百万円) 対象となる
役員の員数

(名)基本報酬
ストック
オプション

賞与 退職慰労金

取締役
(社外取締役を除く。)

66 66 ― ― ― 4

監査役
(社外監査役を除く。)

― ― ― ― ― ―

社外役員 20 20 ― ― ― 5
 

 

ロ  提出会社の役員ごとの連結報酬等の総額等

　　連結報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため記載をしておりません。

 

ハ  使用人兼務役員の使用人給与のうち、重要なもの

　　使用人兼務役員が存在しないため、記載しておりません。
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ニ  役員の報酬等の額の決定に関する方針

取締役の報酬額は、平成16年２月19日開催の臨時株主総会において、年額120,000百万円以内（但し、使用

人分給与は含まない。）と決議いただいております。

監査役の報酬額は、平成16年11月30日開催の臨時株主総会において、年額20,000百万円以内と決議いただい

ております。

 

⑥  株式の保有状況

イ  保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

銘柄数                           １銘柄

貸借対照表計上額の合計額     　 0百万円

 

ロ  保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有目

的

          該当事項はありません。

 

ハ  保有目的が純投資目的である投資株式

          該当事項はありません。

 

⑦  会計監査の状況

会計監査は株主総会において選任された東陽監査法人に委嘱しております。会計監査人は、取締役が作成した

財務諸表等により企業内容の適正性や財務諸表等の作成過程における内部統制の有効性等を評価し、財務諸表の

適否に係る意見表明を行うといった会計監査を実施し、これを受け当社では適切な開示に向けた会計処理の改善

等に努めております。

会計監査人は四半期毎に当社代表取締役及び常勤監査役に対し、当該期間における監査の実施状況及びその過

程で気づいた留意点、改善点等を報告し、社内の統制整備に関する情報の交換を実施しております。代表取締役

は、これを受け必要に応じて業務部門に対し改善の指示、命令を送達いたします。

会計監査業務を執行した公認会計士の氏名、所属する監査法人名及び継続監査年数

公認会計士の氏名等 所属する監査法人名

指定社員
業務執行社員

野口　准史

東陽監査法人
指定社員
業務執行社員

吉岡　裕樹
 

※継続監査年数については、全員７年以内であるため、記載を省略しております。

監査業務に係る補助者の構成

公認会計士　５名

その他　　　２名

 

⑧  株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株

主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款に定めてお

ります。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うこと

を目的とするものです。

 

⑨  自己株式の取得

当社は、経済情勢の変化に対応して財政政策等の経営諸施策を機動的に遂行することを可能とするため、会社

法第165条第２項の規定に基づき、取締役会の決議によって自己株式を取得できる旨を定款に定めております。
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⑩  剰余金の配当等の決定機関

当社は、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項について、法令に別段の定めがある場合を除

き、取締役会の決議により定める旨定款に定めております。これは、剰余金の配当等を取締役会の権限とするこ

とにより、株主への機動的な利益還元を行うことを目的とするものです。

 

⑪ 取締役及び監査役の責任軽減

当社は、会社法第426条第１項の規定により、取締役会の決議をもって取締役（取締役であった者を含む）及

び監査役（監査役であった者を含む）の損害賠償責任を、法令の限度内において免除することができる旨を定款

で定めております。これは取締役及び監査役がその期待される役割を十分に発揮できるようにすることを目的と

するものです。

 

⑫ 会計監査人の責任軽減

当社は、会社法第427条第１項の規定により、取締役会の決議をもって同法第423条第１項の会計監査人（会計

監査人であった者を含む）の損害賠償責任を、法令の限度内において免除することができる旨、また、会計監査

人との間で会社法に定める最低責任限度額を限度とする契約を締結することができる旨を定款で定めておりま

す。これは会計監査人がその期待される役割を十分に発揮できるようにすることを目的とするものです。

 

(2) 【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬（百万円)

非監査業務に
基づく報酬（百万円)

監査証明業務に
基づく報酬（百万円)

非監査業務に
基づく報酬（百万円)

提出会社 20 ― 20 ―

連結子会社 ― ― ― ―

計 20 ― 20 ―
 

 

② 【その他重要な報酬の内容】

該当事項はありません。

 

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

該当事項はありません。

 

④ 【監査報酬の決定方針】

当社の規模・業務の特性等の要素を勘案して決定しております。
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第５ 【経理の状況】

 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、当連結会計年度（平成25年７月１日から平成26年６月30日まで）の連結財務諸表に含まれる比較情報につ

いては、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成24年９月21日

内閣府令第61号）附則第３条第２項により、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

 

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、当事業年度（平成25年７月１日から平成26年６月30日まで）の財務諸表に含まれる比較情報については、

「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成24年９月21日内閣府令

61号）附則第２条第２項により、改正前の財務諸表規則に基づいて作成しております。

　また、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成しておりま

す。

　

(3）当社の連結財務諸表及び財務諸表に掲記される科目その他の事項の金額については、従来、千円単位で記載して

おりましたが、当連結会計年度及び当事業年度より百万円単位で記載することに変更いたしました。なお、比較を

容易にするため、前連結会計年度及び前事業年度についても百万円単位に組替え表示しております。

 
２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（平成25年７月１日から平成26年６月30

日まで）の連結財務諸表及び事業年度（平成25年７月１日から平成26年６月30日まで）の財務諸表について、東陽監

査法人により監査を受けております。

 

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組について

当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するために特段の取組を行っております。具体的には会計基準等の内容を

適切に把握し、適時に会計基準等の変更等について対応するため、公益財団法人財務会計基準機構へ加入し、また同

機構が主催するセミナー等に参加しております。

 

EDINET提出書類

株式会社ファーストエスコ(E05470)

有価証券報告書

34/86



１【連結財務諸表等】

(1)【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成25年６月30日)
当連結会計年度

(平成26年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 ※1  535 ※1  1,395

  受取手形及び売掛金 ※1  838 ※1  929

  貯蔵品 176 179

  繰延税金資産 108 346

  その他 327 318

  貸倒引当金 △23 △21

  流動資産合計 1,962 3,147

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物 ※1  2,491 ※1  3,130

    減価償却累計額 △995 △1,291

    建物及び構築物（純額） 1,495 1,838

   機械装置及び運搬具 ※1  15,639 ※1  16,834

    減価償却累計額 △9,160 △10,570

    機械装置及び運搬具（純額） 6,478 6,264

   工具、器具及び備品 70 115

    減価償却累計額 △59 △92

    工具、器具及び備品（純額） 10 23

   土地 ※1  387 ※1  572

   リース資産 ※1  609 ※1  803

    減価償却累計額 △302 △392

    リース資産（純額） 307 411

   建設仮勘定 - 60

   有形固定資産合計 8,680 9,170

  無形固定資産   

   電気供給施設利用権 109 114

   その他 2 8

   無形固定資産合計 112 122

  投資その他の資産   

   長期前払費用 88 58

   長期預け金 248 178

   その他 ※2  106 ※2  31

   投資その他の資産合計 443 269

  固定資産合計 9,235 9,562

 資産合計 11,198 12,710
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成25年６月30日)
当連結会計年度

(平成26年６月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 ※1  519 ※1  542

  短期借入金 130 190

  1年内返済予定の長期借入金 ※1  710 ※1  722

  未払金 184 202

  1年内支払予定の長期未払金 ※1  1,042 ※1  918

  リース債務 ※1  87 ※1  89

  未払法人税等 45 155

  賞与引当金 17 17

  メンテナンス費用引当金 182 232

  契約損失引当金 28 28

  その他 222 162

  流動負債合計 3,170 3,262

 固定負債   

  長期借入金 ※1  1,616 ※1  2,897

  長期未払金 ※1  4,691 ※1  3,254

  長期前受金 170 122

  リース債務 ※1  245 ※1  353

  資産除去債務 19 19

  契約損失引当金 239 224

  金利スワップ負債 103 80

  長期預り金 251 181

  固定負債合計 7,338 7,135

 負債合計 10,509 10,397

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 1,000 1,000

  利益剰余金 △197 1,387

  株主資本合計 802 2,387

 その他の包括利益累計額   

  繰延ヘッジ損益 △119 △80

  その他の包括利益累計額合計 △119 △80

 新株予約権 6 6

 純資産合計 689 2,312

負債純資産合計 11,198 12,710
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 平成24年７月１日
　至 平成25年６月30日)

当連結会計年度
(自 平成25年７月１日
　至 平成26年６月30日)

売上高 6,063 7,622

売上原価 5,093 5,566

売上総利益 969 2,056

販売費及び一般管理費 ※1，※2  413 ※1，※2  484

営業利益 556 1,571

営業外収益   

 受取利息 0 0

 助成金収入 0 14

 投資有価証券売却益 0 5

 持分法による投資利益 87 -

 割賦解約益 - 122

 その他 2 5

 営業外収益合計 92 148

営業外費用   

 支払利息 95 104

 支払手数料 - 219

 貸倒引当金繰入額 55 -

 その他 14 11

 営業外費用合計 164 334

経常利益 483 1,385

特別利益   

 段階取得に係る差益 - 12

 負ののれん発生益 - 443

 新株予約権戻入益 0 -

 特別利益合計 0 455

特別損失   

 減損損失 ※3  242 ※3  220

 金利スワップ解約損 - 34

 借入金中途解約損 - 28

 契約損失引当金繰入額 - 59

 その他 22 -

 特別損失合計 265 342

税金等調整前当期純利益 218 1,497

法人税、住民税及び事業税 50 151

法人税等調整額 △22 △238

法人税等合計 28 △87

少数株主損益調整前当期純利益 190 1,584

当期純利益 190 1,584
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【連結包括利益計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 平成24年７月１日
　至 平成25年６月30日)

当連結会計年度
(自 平成25年７月１日
　至 平成26年６月30日)

少数株主損益調整前当期純利益 190 1,584

その他の包括利益   

 繰延ヘッジ損益 38 39

 持分法適用会社に対する持分相当額 △16 -

 その他の包括利益合計 ※１  21 ※１  39

包括利益 212 1,623

（内訳）   

 親会社株主に係る包括利益 212 1,623

 少数株主に係る包括利益 - -
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③【連結株主資本等変動計算書】

 前連結会計年度(自 平成24年７月１日　至 平成25年６月30日)

(単位：百万円)

　

株主資本 その他の包括利益累計額

新株予約権 純資産合計
資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

繰延ヘッジ

損益

その他の

包括利益

累計額合計

当期首残高 6,840 ― △6,228 611 △141 △141 ― 470

当期変動額 　 　 　 　 　 　 　 　

資本金から剰余金へ

の振替
△5,840 5,840 　 ― 　 　 　 　

当期純利益 　 　 190 190 　 　 　 190

欠損填補 　 △5,840 5,840 ― 　 　 　 　

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額)
　 　 　 　 21 21 6 27

当期変動額合計 △5,840 ― 6,030 190 21 21 6 218

当期末残高 1,000 ― △197 802 △119 △119 6 689
 

 

 当連結会計年度(自 平成25年７月１日　至 平成26年６月30日)

(単位：百万円)

　

株主資本 その他の包括利益累計額

新株予約権 純資産合計
資本金 利益剰余金 株主資本合計

繰延ヘッジ

損益

その他の

包括利益

累計額合計

当期首残高 1,000 △197 802 △119 △119 6 689

当期変動額 　 　 　 　 　 　 　

当期純利益 　 1,584 1,584 　 　 　 1,584

連結子会社増加によ

る利益剰余金増加高
　 △0 △0 　 　 　 △0

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額)
　 　 　 39 39  39

当期変動額合計 ― 1,584 1,584 39 39 ― 1,623

当期末残高 1,000 1,387 2,387 △80 △80 6 2,312
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 平成24年７月１日
　至 平成25年６月30日)

当連結会計年度
(自 平成25年７月１日
　至 平成26年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前当期純利益 218 1,497

 減価償却費 1,199 1,194

 減損損失 242 220

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △32 △1

 割賦解約益 - △122

 段階取得に係る差損益（△は益） - △12

 負ののれん発生益 - △443

 固定資産売却損益（△は益） 0 -

 固定資産除却損 0 -

 投資有価証券売却損益（△は益） △0 △5

 新株予約権戻入益 △0 -

 持分法による投資損益（△は益） △87 -

 メンテナンス費用引当金の増減額（△は減少） △66 31

 契約損失引当金の増減額（△は減少） △313 △15

 受取利息及び受取配当金 △0 △0

 助成金収入 - △14

 支払利息 95 104

 金利スワップ解約損 - 34

 借入金中途解約損 - 28

 支払手数料 - 219

 売上債権の増減額（△は増加） 282 △90

 たな卸資産の増減額（△は増加） △4 50

 その他の資産の増減額（△は増加） 295 61

 仕入債務の増減額（△は減少） 2 △39

 預り金の増減額（△は減少） △58 △76

 未収消費税等の増減額（△は増加） △13 39

 未払消費税等の増減額（△は減少） △26 45

 その他の負債の増減額（△は減少） 21 △11

 小計 1,753 2,696

 利息及び配当金の受取額 0 0

 利息の支払額 △83 △105

 法人税等の支払額 △30 △84

 法人税等の還付額 - 1

 営業活動によるキャッシュ・フロー 1,638 2,509

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有価証券の売却による収入 2 7

 
連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る収入

- ※2  134

 有形固定資産の取得による支出 △836 △166

 有形固定資産の売却による収入 1 0

 無形固定資産の取得による支出 △1 △7

 長期前払費用の取得による支出 △0 -

 子会社株式の取得による支出 △1 -

 敷金及び保証金の差入による支出 △0 -

 助成金の受入による収入 - 14

 その他 - △0

 投資活動によるキャッシュ・フロー △835 △16
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           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 平成24年７月１日
　至 平成25年６月30日)

当連結会計年度
(自 平成25年７月１日
　至 平成26年６月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の増減額（△は減少） 80 10

 長期借入れによる収入 - 2,100

 長期借入金の返済による支出 △414 △1,768

 セール・アンド・割賦バック取引による収入 630 -

 割賦債務の返済による支出 △1,064 △1,628

 手数料の支払額 - △219

 金利スワップ解約損の支払額 - △34

 新株予約権の発行による収入 6 -

 リース債務の返済による支出 △81 △93

 担保に供した預金の増減額（△は増加） △160 △173

 財務活動によるキャッシュ・フロー △1,004 △1,807

現金及び現金同等物に係る換算差額 - -

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △201 685

現金及び現金同等物の期首残高 464 262

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 - 0

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  262 ※1  949
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【注記事項】

(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項)

１．連結の範囲に関する事項

 (1)連結子会社の数　5社

     連結子会社の名称

      株式会社日田ウッドパワー

      株式会社白河ウッドパワー

      株式会社ファーストバイオス

      アールイー大分株式会社

      ソレイユ日田株式会社

    （連結の範囲の変更）

当連結会計年度より、株式会社白河ウッドパワーの全株式を取得したため、連結の範囲に含めております。ま

た、子会社アールイー大分株式会社の重要性が増したため連結の範囲に含めております。

(2)非連結子会社　　1社

 　　連結の範囲から除いた理由

       連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためです。

 

２．持分法の適用に関する事項

 (1)持分法を適用した関連会社数　　 ―社

(2)持分法を適用しない非連結子会社　1社

 　持分法を適用しない理由

       連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためです。

 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

  すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

 

４．会計処理基準に関する事項

  (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ　有価証券

その他有価証券

時価のないもの

移動平均法による原価法

ロ　デリバティブ

時価法

ハ　たな卸資産

貯蔵品

総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

  (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ　有形固定資産(リース資産を除く)

  省エネルギー支援サービス事業用の有形固定資産

  買取りオプションが付与された固定資産については、エネルギー供給サービス契約期間を耐用年数とし、契

約期間満了時における資産の見積処分価額を残存価額とする定額法。上記以外については経済的使用可能予測

期間を耐用年数とする定額法。
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  なお、主な耐用年数は次のとおりです。

    建物及び構築物　５～31年

    機械装置　　　　５～15年

その他の事業用の有形固定資産

  グリーンエナジー事業の発電設備における主な建物及び構築物、機械装置は経済的使用可能予測期間を耐用

年数とする定額法。

  なお、主な耐用年数は次のとおりです。

    建物及び構築物　８～50年

   機械装置　　　　　　20年

その他の有形固定資産

  定率法

  なお、主な耐用年数は次のとおりです。

   ４～15年

ロ　無形固定資産(リース資産を除く)

  定額法

  なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

ハ　リース資産

  所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価格をゼロとする定額法によっております。

 平成20年３月31日以前に契約をした、リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

  (3) 重要な引当金の計上基準

イ　貸倒引当金

  債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

ロ　メンテナンス費用引当金

  省エネルギー支援サービス事業の機械装置、グリーンエナジー事業の発電設備にかかる定期点検等のメンテナ

ンス費用の支出に備えるため、その支出見込額のうち当連結会計年度末までに負担すべき費用の見積額を計上し

ております。

ハ　契約損失引当金

  エネルギー供給サービス契約の損失に備えるため、今後、損失発生の可能性が高く、かつ、金額を合理的に見

積ることができる契約について、損失見込額を計上しております。

ニ　賞与引当金

 当社及び連結子会社は、従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額の当連結会計年度負担

額を計上しております。
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  (4) 重要なヘッジ会計の方法

イ　ヘッジ会計の方法

  繰延ヘッジ処理によっております。

ロ　ヘッジ手段とヘッジ対象

  ヘッジ手段………金利スワップ

  ヘッジ対象………借入金

ハ　ヘッジ方針

  デリバティブ取引に関する社内規程に基づき、借入金の金利変動によるリスクを回避することを目的として金

利スワップを利用しており、投機目的の取引は行っておりません。

ニ　ヘッジ有効性の評価方法

 ヘッジ対象とヘッジ手段のキャッシュ・フローの変動の累計とを比率分析する方法により行っております。

  (5) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

 手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

  (6) その他連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

イ　消費税等の会計処理

  税抜方式によっております。

ロ　借入金利息等の固定資産取得原価算入

 建設期間が１年以上のプロジェクトにかかる固定資産については、その建設期間中の借入金利息及び借入付随

費用を取得原価に算入しております。

ハ　連結納税制度の適用

 連結納税制度を適用しております。
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(連結貸借対照表関係)

※１．担保に供している資産

① １年内返済予定の長期借入金、長期借入金、１年内支払予定の長期未払金、長期未払金及び金利スワップ取引

の担保

　 担保に供している資産は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(平成25年６月30日)
 

当連結会計年度
(平成26年６月30日)

現金及び預金 270百万円     443百万円  

建物及び構築物 753百万円 ( 711百万円)  1,042百万円 (1,042百万円)

機械装置及び運搬具 1,986百万円 (1,336百万円)  2,319百万円 (2,319百万円)

土地 241百万円 ( 241百万円)  426百万円 ( 426百万円)

関係会社株式 1,030百万円   1,130百万円  
 

　　(注)関係会社株式につきましては連結上相殺消去されております。

 

なお、当該担保資産は、下記の担保付債務以外に、デリバティブ取引(金利スワップ)の担保に供されておりま

す。

 

  担保付債務は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(平成25年６月30日)
 

当連結会計年度
(平成26年６月30日)

１年内返済予定の長期借入金 838百万円 (　550百万円) 557百万円 (　557百万円)

長期借入金 1,942百万円 (1,250百万円)  2,485百万円 (2,485百万円)

１年内支払予定の長期未払金 61百万円   ―百万円  

長期未払金 725百万円     ―百万円  
 

　　　 上記のうち、(　)内書は工場財団抵当並びに当該債務を示しております。

 

    ② 割賦及びリースに関する債務に対する譲渡担保等

　 担保に供している資産は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(平成25年６月30日)
当連結会計年度

(平成26年６月30日)

受取手形及び売掛金 517百万円 553百万円

リース資産 301百万円 407百万円
 

 

  担保付債務は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(平成25年６月30日)
当連結会計年度

(平成26年６月30日)

支払手形及び買掛金 30百万円 28百万円

１年内支払予定の長期未払金 977百万円 894百万円

長期未払金 3,963百万円 3,214百万円

リース債務（流動負債） 85百万円 87百万円

リース債務（固定負債） 241百万円 350百万円
 

 

※２ 非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(平成25年６月30日)
当連結会計年度

(平成26年６月30日)

投資有価証券（株式） 73百万円 1百万円
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(連結損益計算書関係)

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりです。

 
前連結会計年度

(自 平成24年７月１日
至 平成25年６月30日)

当連結会計年度
(自 平成25年７月１日
至 平成26年６月30日)

給料手当 116百万円 149百万円

役員報酬 80百万円 87百万円

支払手数料 46百万円 65百万円

賞与引当金繰入額 10百万円 11百万円

貸倒引当金繰入額 18百万円 △1百万円
 

 

※２．一般管理費に含まれる研究開発費は次のとおりです。

 
前連結会計年度

(自 平成24年７月１日
至 平成25年６月30日)

当連結会計年度
(自 平成25年７月１日
至 平成26年６月30日)

 －百万円 10百万円
 

 

※３．減損損失

前連結会計年度（自　平成24年７月１日　至　平成25年６月30日）

　　　当連結会計年度において当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

場所 用途 種類

群馬県、長野県 オンサイト発電用資産 建物・機械装置・工具、器具及び備品
 

　当社グループは原則としてプロジェクト別にグルーピングを行っております

「省エネルギー支援サービス事業」において、一部のプロジェクトにつき収益性の低下に伴い売却価値を含め

た資産の評価を行い不採算が合理的に見積もられるサイトにおいて減損処理をいたしました。その内訳は建物

51百万円、機械装置190百万円及び工具、器具及び備品0百万円であります。

　なお、当資産グループの回収可能価格は、正味売却価格によっており売却予定価格によって算定しておりま

す。

 
当連結会計年度（自　平成25年７月１日　至　平成26年６月30日）

　　　当連結会計年度において当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

場所 用途 種類

茨城県 オンサイト発電用資産 建物・機械装置
 

　当社グループは原則としてプロジェクト別にグルーピングを行っております

「省エネルギー支援サービス事業」において、一部のプロジェクトにつき収益性の低下に伴い売却価値を含め

た資産の評価を行い不採算が合理的に見積もられるサイトにおいて減損処理をいたしました。その内訳は建物

47百万円、機械装置173百万円であります。

　なお、当資産グループの回収可能価格は、正味売却価格によっており売却予定価格によって算定しておりま

す。
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(連結包括利益計算書関係)

※１　その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

 
前連結会計年度

(自 平成24年７月１日
至 平成25年６月30日)

 
当連結会計年度

(自 平成25年７月１日
至 平成26年６月30日)

繰延ヘッジ損益    

　当期発生額 38百万円     39百万円

　組替調整額 ―　百万円  ―　百万円

　　税効果調整前 38百万円  39百万円

　　税効果額 ―　百万円  ―　百万円

　　繰延ヘッジ損益 38百万円  39百万円

持分法適用会社に対する持分相当額    

　当期発生額 △16百万円  ―　百万円

　　　　　　　その他の包括利益合計 21百万円  39百万円
 

 

(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度（自　平成24年７月１日　至　平成25年６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

発行済株式     

普通株式（株) 145,501 ― ― 145,501

自己株式     

普通株式（株) ― ― ― ―
 

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

会社名 内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数(株) 当連結会計
年度末残高
(百万円)当連結会計

年度期首
増加 減少

当連結
会計年度末

提出会社
ストック・オプション
としての新株予約権

― ― ― ― ― 6

合計 ― ― ― ― ― 6
 

 

３．配当に関する事項

該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　平成25年７月１日　至　平成26年６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

発行済株式     

普通株式（株) 145,501 14,404,599 ― 14,550,100

自己株式     

普通株式（株) ― ― ― ―
 

（注）平成26年１月１日をもって、当社株式を１株につき100株の割合で分割しております。これにより、発行済株式

の総数は14,404,599株増加して14,550,100株となっております。
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２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

会社名 内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数(株) 当連結会計
年度末残高
(百万円)当連結会計

年度期首
増加 減少

当連結
会計年度末

提出会社
ストック・オプション
としての新株予約権

― ― ― ― ― 6

合計 ― ― ― ― ― 6
 

　

３．配当に関する事項

該当事項はありません。

　

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前連結会計年度

(自 平成24年７月１日
至 平成25年６月30日)

当連結会計年度
(自 平成25年７月１日
至 平成26年６月30日)

現金及び預金勘定 535百万円 1,395百万円

担保に供している預金 △270百万円       △443百万円

預入期間３ヶ月超の定期預金 △2百万円    △2百万円

現金及び現金同等物 262百万円 949百万円
 

　

※２．株式の取得により新たに連結子会社となった会社の資産及び負債の内訳

株式の取得により新たに㈱白河ウッドパワーを連結したことに伴う連結開始時の資産及び負債の内訳並びに㈱白

河ウッドパワー株式の取得価格と㈱白河ウッドパワー取得のための支出（純増）は以下のとおりです。

流動資産 447百万円

固定資産 1,446百万円

流動負債 △530百万円

固定負債 △752百万円

繰延ヘッジ損益 16百万円

投資有価証券 △71百万円

段階取得に係る差益 △12百万円

負ののれん発生益 △443百万円

　株式の取得価格 100百万円

現金及び現金同等物 △234百万円

　差引：取得のための支出 △134百万円
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(リース取引関係)

１．ファイナンス・リース取引(借主側)

  ①リース資産の内容

有形固定資産

省エネルギー支援サービス事業における機器類であります。

  ②リース資産の減価償却の方法

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４.会計処理基準に関する事項　(2)重要な減価償却資産の減価

償却の方法」に記載のとおりであります。なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始

日が平成20年３月31日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によってお

り、その内容は次のとおりであります。

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 (単位：百万円)

 

前連結会計年度
(平成25年６月30日)

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額

機械及び装置 1,543 1,004 539

工具、器具及び備品 4 4 ―

合計 1,547 1,008 539
 

(注)　取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払利子

込み法により算定しております。
 

 (単位：百万円)

 

当連結会計年度
(平成26年６月30日)

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額

機械及び装置 1,543 1,151 392

工具、器具及び備品 0 0 0

合計 1,543 1,151 392
 

(注)　取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払利子

込み法により算定しております。

 

(2) 未経過リース料期末残高相当額等

        未経過リース料期末残高相当額

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(平成25年６月30日)
当連結会計年度

(平成26年６月30日)

１年内 146 146

１年超 392 245

合計 539 392
 

(注)　未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定しております。
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(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額及び減損損失

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自 平成24年７月１日
至 平成25年６月30日)

当連結会計年度
(自 平成25年７月１日
至 平成26年６月30日)

支払リース料 146 146

減価償却費相当額 146 146
 

 

(4) 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

 

２．オペレーティング・リース取引

  (借主側)

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(平成25年６月30日)
当連結会計年度

(平成26年６月30日)

１年以内 122 97

１年超 134 81

合計 256 179
 

 

  (減損損失について)

リース資産に配分された減損損失はありません。

 

(金融商品関係)

１  金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用は短期的な預金等に限定し、資金調達は主に銀行等金融機関からの借入及び新株予約

権等の発行によっています。デリバティブ取引は、借入金の金利変動リスクを回避するために利用し、投機的な取

引は行わない方針です。

 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権については、受取手形及び売掛金があり、それぞれ顧客並びに割賦・リース会社の信用リスクに依存し

ています。営業外債権については、当社グループ事業に関連した投資有価証券があり、債権先の財務状況によって

債権価値の下落や回収不能リスクが存在します。

営業債務では、買掛金、未払金についてはいずれも１年以内の支払期日ですが、長期未払金、リース債務は、顧

客とのエネルギーサービス契約に基づく５～10年に亘る投下設備の割賦、リース資金と子会社発電設備、運営設備

の投資資金の割賦です。エネルギーサービス契約に基づく債務では原則として当社と顧客並びに割賦・リース会社

間でエネルギーサービス契約のサービス料を担保とした代金回収並びに設備資金支払の契約を締結しておりリスク

としては顧客の信用リスクに依存しています。その他の割賦債務については、支払総額を割賦期間に均等に配分す

る方法により金利変動リスクを固定化しています。長期借入金は、子会社発電所の建設資金及び当社グループの運

転資金であり、このうち発電所建設資金については一部金利変動リスクに対して金利スワップ取引による支払利息

の固定化を実施しています。当該デリバティブ取引は、ヘッジ会計の適用の範囲内です。
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(3) 金融商品に係るリスク管理体制

　受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、取引先ごとの回収期日管理及び残高管理を行い実施していま

す。投資先、貸付先の信用リスクは、財務状況等の悪化による回収懸念の早期把握や条件の見直し交渉により軽減

を図っております。

　市場リスク(金利等の変動リスク)については、借入残高の大きな一部の子会社において借入金の支払金利の変動

リスクを抑制するため金利スワップ取引を利用しております。

　資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払いを実行できなくなるリスク)については、適時に資金繰計画を作

成・更新するとともに手許流動性資金を一定額以上に維持すること等により実施しております。

 

２  金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。

   前連結会計年度(平成25年６月30日)

 
連結貸借対照表
計上額(百万円)

時価(百万円) 差額(百万円)

1. 現金及び預金 535 535 ―

2. 受取手形及び売掛金 838 838 ―

3. 支払手形及び買掛金 (519) (519) ―

4．未払金 （184) （184) ―

5．短期借入金 (130) (130) ―

6. 長期借入金 (2,327) (2,359) (31)

7. 長期未払金 (5,733) (5,640) (△93)

8．リース債務 (333) (333) (△0)

9．デリバティブ取引(※２) (103) (103) ―
 

(※１)  負債に計上されているものについては、（）で示しております。

(※２) デリバティブ取引は、債権・債務を差し引きした合計を表示しております。

 

   当連結会計年度(平成26年６月30日)

 
連結貸借対照表
計上額(百万円)

時価(百万円) 差額(百万円)

1. 現金及び預金 1,395 1,395 ―

2. 受取手形及び売掛金 929 929 ―

3. 支払手形及び買掛金 (542) (542) ―

4．未払金 （202) （202) ―

5．短期借入金 (190) (190) ―

6. 長期借入金 (3,620) (3,622) (2)

7. 長期未払金 (4,173) (4,192) (19)

8．リース債務 (443) (443) (△0)

9．デリバティブ取引(※２) (80) (80) ―
 

(※１)  負債に計上されているものについては、（）で示しております。

(※２) デリバティブ取引は、債権・債務を差し引きした合計を表示しております。
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(注１)金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資  産

1. 現金及び預金

預金はそのほとんどが短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっておりま

す。

2. 受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

負　債

3. 支払手形及び買掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

4. 未払金

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

5. 短期借入金

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

6. 長期借入金

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割引いた現在

価値により算定しております。

7. 長期未払金

当社のエネルギーサービスは、当社と顧客並びに割賦・リース会社間でエネルギーサービス契約のサービス料を

担保とした代金回収並びに設備資金支払の契約を締結しております。長期未払金は、当該設備資金の未払割賦残高

であり顧客の信用リスクによるノンリコース契約となっているため、資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払

いを実行できなくなるリスク)はないことから時価は帳簿価額によっております。

それ以外の割賦債務に係る長期未払金は、割賦債務の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で

割引いた現在価値により算定しております。

8. リース債務

当社のエネルギーサービスは、当社と顧客並びに割賦・リース会社間でエネルギーサービス契約のサービス料を

担保とした代金回収並びに設備資金支払の契約を締結しております。リース債務は、当該設備資金の未払リース料

残高であり顧客の信用リスクによるノンリコース契約となっているため、資金調達に係る流動性リスク(支払期日に

支払いを実行できなくなるリスク)はないことから時価は帳簿価額によっております。

それ以外のリース債務は、未払リース料の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割引いた現

在価値により算定しております。

9. デリバティブ取引

金利スワップのヘッジ対象となっている長期借入金と一体として処理されているため、取引先金融機関から提示

された時価評価の債権・債務を差引きした合計を表示しております。

 

(注２)時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の連結貸借対照表計上額

(単位：百万円)

区分 平成25年６月30日 平成26年６月30日

非上場株式 4 1
 

上記については、市場価格がなく時価を把握することが極めて困難と認められるため、金融商品の時価等に関す

る事項に記載しておりません。
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(注３)金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

   前連結会計年度(平成25年６月30日)

 
１年以内
(百万円)

１年超
５年以内
(百万円)

５年超
10年以内
(百万円)

10年超
(百万円)

現金及び預金 535 ― ― ―

受取手形及び売掛金 838 ― ― ―

合計 1,373 ― ― ―
 

 

   当連結会計年度(平成26年６月30日)

 
１年以内
(百万円)

１年超
５年以内
(百万円)

５年超
10年以内
(百万円)

10年超
(百万円)

現金及び預金 1,395 ― ― ―

受取手形及び売掛金 929 ― ― ―

合計 2,324 ― ― ―
 

 

(注４)社債、長期借入金、リース債務及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額

前連結会計年度(平成25年６月30日)

 
１年以内
(百万円)

１年超
２年以内
(百万円)

２年超
３年以内
(百万円)

３年超
４年以内
(百万円)

４年超
５年以内
(百万円)

５年超
(百万円)

短期借入金 130 ― ― ― ― ―

長期借入金 710 391 391 333 250 250

長期未払金 1,042 3,476 213 213 213 574

リース債務 87 65 49 45 40 45

合計 1,969 3,933 654 592 503 870
 

 

当連結会計年度(平成26年６月30日)

 
１年以内
(百万円)

１年超
２年以内
(百万円)

２年超
３年以内
(百万円)

３年超
４年以内
(百万円)

４年超
５年以内
(百万円)

５年超
(百万円)

短期借入金 190 ― ― ― ― ―

長期借入金 722 650 623 572 435 616

長期未払金 918 848 846 736 489 334

リース債務 89 73 71 66 63 78

合計 1,921 1,571 1,541 1,375 988 1,029
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(有価証券関係)

重要性が乏しいため記載を省略しております。

 

(デリバティブ取引関係)

１  ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

該当事項はありません。

 

２  ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

(1) 金利関連

前連結会計年度(自 平成24年７月１日 至 平成25年６月30日)

ヘッジ会計
の方法

デリバティブ
取引の種類等

主なヘッジ対象 契約額(百万円)
契約額のうち
１年超(百万円)

時価(百万円)

原則的処理方
法

金利スワップ取引
長期借入金 1,350 1,125 △103

  支払固定・
  受取変動

合計 1,350 1,125 △103
 

(注)  時価の算定方法  取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。

 

当連結会計年度(自 平成25年７月１日 至 平成26年６月30日)

ヘッジ会計
の方法

デリバティブ
取引の種類等

主なヘッジ対象 契約額(百万円)
契約額のうち
１年超(百万円)

時価(百万円)

原則的処理方
法

金利スワップ取引
長期借入金 1,125 900 △80

  支払固定・
  受取変動

合計 1,125 900 △80
 

(注)  時価の算定方法  取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。

 

(退職給付関係)

該当事項はありません。
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(ストック・オプション等関係)

１．権利不行使による失効により利益として計上した金額及び科目

 

 
前連結会計年度

(自 平成24年７月１日
至 平成25年６月30日)

前連結会計年度
(自 平成25年７月１日
至 平成26年６月30日)

特別利益　新株予約権戻入益 0百万円 ―百万円
 

 

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1) ストック・オプションの内容

 
平成24年７月

ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数
当社取締役　４名
当社従業員　23名
当社子会社従業員　47名

株式の種類及び付与数 普通株式　895,000株

付与日 平成24年７月６日

権利確定条件

①新株予約権者は、平成25年６月期及び

平成26年６月期の監査済みの当社連結損

益計算書（連結財務諸表を作成していな

い場合は、損益計算書）において営業利

益合計が700百万円を超過している場合に

のみ、本新株予約権を行使することがで

きる。なお、国際財務報告基準の適用等

により参照すべき営業利益の概念に重要

な変更があった場合には、別途参照すべ

き指標を取締役会にて定めるものとす

る。

②新株予約権者は、新株予約権の権利行

使時においても、当社又は当社関係会社

の取締役、監査役又は従業員であること

を要する。ただし、任期満了による退

任、定年退職、その他正当な理由がある

と取締役会が認めた場合は、この限りで

はない。

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。

権利行使期間
自　平成26年10月１日
至　平成29年７月５日

 

　(注)　平成26年１月１日付株式分割（１株につき100株の割合）による分割後の株式数に換算して記載しております。
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(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況

当連結会計年度（平成26年６月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプショ

ンの数については、株式数に換算して記載しております。

 
平成24年７月

ストック・オプション

権利確定前　　　　　　（株）  

前連結会計年度末 895,000

付与 ―

失効 15,000

権利確定 ―

未確定残 880,000

権利確定後　　　　　　（株）  

前連結会計年度末 ―

権利確定 ―

権利行使 ―

失効 ―

未行使残 ―
 

　(注)　平成26年１月１日付株式分割（１株につき100株の割合）による分割後の株式数に換算して記載しております。

 
(3) 単価情報

 
平成24年７月

ストック・オプション
 

権利行使価格　　　　　　 (円) 296  

行使時平均株価　　　　　 (円) ―  

公正な評価単価(付与日) 　(円) 690  
 

　(注)　平成26年１月１日付株式分割（１株につき100株の割合）による分割後の価格に換算して記載しております。

 
３．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

(1) 使用した評価技法　　モンテカルロ・シュミレーション

(2) 主な基礎数値及びその見積方法

株価変動性　　　　　(注)１ 89.28％

予想残存期間　　　　(注)２ ５年

予想配当　　　　　　(注)３ 0円/株

無リスク利子率　　　(注)４ 0.216％
 

(注) １．満期までの期間（５年間）に応じた直近の期間で算定しております。

２．割当日（平成24年７月）より権利行使期間（平成29年７月）の期間で見積っております。

３．直近の配当実績に基づき算定しております。

４．予想残存期間に対応する期間に対応する国債の利回りであります。
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４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法

基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用して

おります。

 

(税効果会計関係)

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度

(平成25年６月30日)
当連結会計年度

(平成26年６月30日)

流動資産　繰延税金資産   

    未払事業税 9百万円     17百万円

    メンテナンス費用引当金 69 82

    賞与引当金 6 6

    契約損失引当金 10 10

　　貸倒引当金 8 7

    一括償却資産 0 0

　　税務上の繰越欠損金 108 346

    未払費用 2 2

  流動資産　繰延税金資産計 217 474

   

固定資産　繰延税金資産   

    減価償却費 806 1,188

    契約損失引当金 91 80

    投資有価証券評価損 268 251

    税務上の繰越欠損金 2,642 1,887

    除却資産否認 2 1

    減損損失 105 127

    前受金否認 82 60

   その他 10 14

    繰延税金負債との相殺 △11 ―

  固定資産　繰延税金資産計 3,997 3,612

 繰延税金資産　小計 4,214 4,086

    評価性引当額 △4,105 △3,739

 繰延税金資産　合計 108 346
 

 

固定負債　繰延税金負債   

    特別償却準備金 △11百万円      ―百万円

    繰延税金資産との相殺 11 ―

  固定負債　繰延税金負債計 ― ―

 繰延税金負債　合計 ― ―

 繰延税金資産　純額 108 346
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２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

 
前連結会計年度

(平成25年６月30日)

当連結会計年度

(平成26年６月30日)

法定実効税率 38.0％ 38.0％

(調整)     

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.4〃 0.1〃

住民税均等割 1.8〃 0.3〃

法人税等還付額 ―〃 △0.4〃

減損損失 ―〃 5.2〃

特別償却準備金 ―〃 1.5〃

段階取得に係る差益 ―〃 △0.8〃

負ののれん発生益 ―〃 △29.6〃

持分法による投資利益 △15.3〃 ―〃

税率変更による期末繰延税金資産の減額修
正分

―〃 1.5〃

評価性引当額等 △12.0〃 △21.6〃

税効果会計適用後の法人税等の負担率 12.9％ △5.8％
 

 

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成26年法律第10号）が平成26年３月31日に公布され、平成26年４月１

日以降に開始する連結会計年度から復興特別法人税が課されないことになりました。これに伴い、繰延税金資産及

び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は、平成26年７月１日より開始する連結会計年度に解消が見込まれ

る一時差異については従来の38.0％から35.6％になります。

この税率変更により、繰延税金資産の金額は22百万円減少し、法人税等調整額（借方）が同額増加しておりま

す。
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(企業結合等関係)

株式会社白河ウッドパワーの株式取得に伴う連結子会社化について

(1) 企業結合の概要

① 被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称　　　株式会社白河ウッドパワー

事業の内容　　　　　　木質バイオマス発電事業

② 企業結合を行った主な理由

　木質バイオマス発電事業のさらなる業容伸展のため、当社グループの財務基盤を拡充し、燃料調達から

売電に至る一貫した事業構造をより強固なものとするため同社株式を取得することといたしました。

③ 企業結合日　　　　　　平成25年７月31日

④ 企業結合の法的形式　　株式取得

⑤ 結合後企業の名称　　　変更ありません。

⑥ 取得した議決権比率

株式取得直前に所有していた議決権比率　50.0％

企業結合日に追加取得した議決権比率　　50.0％

取得後の議決権比率　　　　　　　　　 100.0％

⑦ 取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が現金を対価とし株式会社白河ウッドパワーの株式を取得したことによるものであります。

(2) 連結財務諸表に含まれる被取得企業の業績の期間

平成25年７月１日から平成26年６月30日まで

(3) 被取得企業の取得原価及びその内訳

取得の対価　企業結合直前に所有していた株式会社白河ウッドパワーの普通株式の時価100百万円

追加取得に伴い支出した現金100百万円

取得原価200百万円

(4) 被取得企業の取得原価と取得するに至った取引ごとの取得原価の合計額との差額

段階取得に係る差益　12百万円

(5) 発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

① 発生した負ののれん発生益の金額　443百万円

② 発生原因　株式会社白河ウッドパワーの時価純資産が取得価額を上回ったため、当該差額を「負ののれ

ん」と認識いたしました。

(6) 企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

流動資産 447百万円

固定資産 1,446百万円

資産合計 1,894百万円

流動負債 530百万円

固定負債 752百万円

負債合計 1,283百万円
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(資産除去債務関係)

１．資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

重要性が乏しいため記載を省略しております。

 

２．連結貸借対照表に計上している以外の資産除去債務

当社及び連結子会社の本社、並びに当社関西事業所のオフィスは、不動産賃借契約に基づきオフィスの退去時に

おける原状回復に係る債務を有しておりますが、当該債務に関連する賃借資産の使用期間が明確でなく、現時点に

おいて移転する予定もないことから、資産除去債務を合理的に見積ることができません。そのため、当該債務に見

合う資産除去債務を計上しておりません。

 

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

１　報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役

会が、経営資源の配分の決定及び業績評価をするために、定期的に検討を行う対象となっているものです。

　当社の事業区分は、当社の内部管理上採用している区分をベースに、顧客企業のエネルギー使用実態の調査・診断

及び省エネルギー設備の施工・運用等を行う「省エネルギー支援サービス事業」と、木質バイオマス等の新エネル

ギーによる発電を行う「グリーンエナジー事業」の２つを報告セグメントとしております。

 

２　報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、棚卸資産の評価基準を除き、「連結財務諸表の作成のため

の基本となる重要な事項」における記載と概ね同一であります。報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値

であります。セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格に基づいております。

 
３　報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

 前連結会計年度(自 平成24年７月１日 至 平成25年６月30日)　 　　　　　　　(単位：百万円)

 
報告セグメント

合計省エネルギー支
援サービス事業

グリーンエナ
ジー事業

計

売上高     

  外部顧客への売上高 3,770 2,292 6,063 6,063

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

630 72 702 702

計 4,400 2,364 6,765 6,765

セグメント利益 130 586 716 716

セグメント資産 6,738 4,267 11,005 11,005

その他の項目     

  減価償却費 1,021 177 1,198 1,198

  有形固定資産及び
  無形固定資産の増加額

136 891 1,027 1,027
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 当連結会計年度(自 平成25年７月１日 至 平成26年６月30日)　 　　　　　　　(単位：百万円)

 
報告セグメント

合計省エネルギー支
援サービス事業

グリーンエナ
ジー事業

計

売上高     

  外部顧客への売上高 3,449 4,173 7,622 7,622

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

87 ― 87 87

計 3,537 4,173 7,710 7,710

セグメント利益 168 1,535 1,704 1,704

セグメント資産 5,781 6,034 11,815 11,815

その他の項目     

  減価償却費 910 282 1,193 1,193

  有形固定資産及び
  無形固定資産の増加額

317 176 493 493
 

(注) 有形固定資産及び無形固定資産の増加額には新規連結に伴う増加額を含んでおりません。

 
４　報告セグメント合計額と連結財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容(差異調整に関する事項)

(単位：百万円)

売上高 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 6,765 7,710

セグメント間取引消去 △702 △87

連結財務諸表の売上高 6,063 7,622
 

 

(単位：百万円)

利益 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 716 1,704

未実現利益消去 △65 △13

全社費用(注) △94 △119

連結財務諸表の営業利益 556 1,571
 

(注)  全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

(単位：百万円)

資産 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 11,005 11,815

全社資産(注) 192 894

連結財務諸表の資産合計 11,198 12,710
 

(注)  全社資産は、主に報告セグメントに帰属しない当社の余資運用資金（現預金）及び管理部門の資産等です。

 

(単位：百万円)

その他の項目
報告セグメント計 その他 調整額(注) 連結財務諸表計上額

前連結
会計年度

当連結
会計年度

前連結
会計年度

当連結
会計年度

前連結
会計年度

当連結
会計年度

前連結
会計年度

当連結
会計年度

減価償却費 1,198 1,193 － － 0 1 1,199 1,194

有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

1,027 493 － － 0 8 1,028 502
 

(注) 有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額は、主に本社の設備投資等であります。
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【関連情報】

前連結会計年度(自 平成24年７月１日 至 平成25年６月30日)

１．製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦以外への外部顧客への売上がないため、該当事項はありません。

 

(2) 有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

 

３．主要な顧客ごとの情報

(単位：百万円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

日本テクノ株式会社 1,115 グリーンエナジー事業

株式会社ブリヂストン 992 省エネルギー支援サービス事業

トヨタ自動車九州株式会社 634 省エネルギー支援サービス事業
 

 

当連結会計年度(自 平成25年７月１日 至 平成26年６月30日)

１．製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦以外への外部顧客への売上がないため、該当事項はありません。

 

(2) 有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

 

３．主要な顧客ごとの情報

(単位：百万円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

日本テクノ株式会社 3,914 グリーンエナジー事業

株式会社ブリヂストン 950 省エネルギー支援サービス事業
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度(自 平成24年７月１日 至 平成25年６月30日)

   (単位：百万円)

 
省エネルギー支援
サービス事業

グリーンエナジー
事業

全社・消去 合計

減損損失 242 ― ― 242
 

 

当連結会計年度(自 平成25年７月１日 至 平成26年６月30日)

   (単位：百万円)

 
省エネルギー支援
サービス事業

グリーンエナジー
事業

全社・消去 合計

減損損失 220 ― ― 220
 

 
【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度(自 平成24年７月１日 至 平成25年６月30日)

該当事項はありません。

 
当連結会計年度(自 平成25年７月１日 至 平成26年６月30日)

グリーンエナジー事業において平成25年７月31日に株式会社白河ウッドパワーの全株式を取得し連結子会社化

いたしました。これに伴い当連結会計年度において、443百万円の負ののれん発生益を計上しております。

 
【関連当事者情報】

１．関連当事者との取引

　(1) 連結財務諸表提出会社と主要株主及び関連会社との取引

　　　(ア) 連結財務諸表提出会社の主要株主

前連結会計年度(自 平成24年７月１日 至 平成25年６月30日)

種類
会社等の
名称

又は氏名
所在地

資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

その他の
関係会社

日本テクノ
株式会社

東京都
新宿区

571

高圧受変電

設備の保安

管理業、電

力販売業

(被所有)
直接 38.14

主要株主

役員の兼

任なし

省エネ機器

販売、販売

取次業務

1   

省エネ機器

仕入、工事

委託

158
売掛金

 
未払金

0
 
1

顧客紹介料 5   
 

(注)  取引条件及び取引条件の決定方針等

　　　独立第三者間取引と同様の一般的な取引条件で行っております。
　

当連結会計年度(自 平成25年７月１日 至 平成26年６月30日)

種類
会社等の
名称

又は氏名
所在地

資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

その他の
関係会社

日本テクノ
株式会社

東京都
新宿区

571

高圧受変電

設備の保安

管理業、電

力販売業

(被所有)
直接 35.08

主要株主

役員の兼

任なし

販売取次紹

介料
1 ― ―

関係会社株

式の取得
100 ― ―

 

(注)  取引条件及び取引条件の決定方針等

　　　独立第三者間取引と同様の一般的な取引条件で行っております。
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　　　(イ) 連結財務諸表提出会社の関連会社

前連結会計年度(自 平成24年７月１日 至 平成25年６月30日)

種類
会社等の
名称

又は氏名
所在地

資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

関連会社
株式会社
白河ウッド
パワー

東京都

中央区
753 発電事業

所有
直接 50.00

当社グ

ループ役

員の兼任

２名

 業務委託費

事業開発コン

サルティング

24
 
36

売掛金

未収入金

3
2

銀行借入金

金利スワッ

プに対する

債務保証

(元本)
962

(金利ス

ワップ)

900

― ―

 

　

当連結会計年度(自 平成25年７月１日 至 平成26年６月30日)

　該当事項はありません。

 
　(2) 連結財務諸表提出会社の連結子会社と主要株主及び関連会社との取引

　　　(ア) 連結財務諸表提出会社の主要株主

前連結会計年度(自 平成24年７月１日 至 平成25年６月30日)

種類
会社等の
名称

又は氏名
所在地

資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

その他の
関係会社

日本テクノ
株式会社

東京都
新宿区

571

高圧受変電

設備の保安

管理業、電

力販売業

(被所有)
直接 38.14

主要株主

役員の兼

任なし

 電力の販売 1,115 売掛金
 

183

 

(注)  取引条件及び取引条件の決定方針等

　　　独立第三者間取引と同様の一般的な取引条件で行っております。
　

当連結会計年度(自 平成25年７月１日 至 平成26年６月30日)

種類
会社等の
名称

又は氏名
所在地

資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

その他の
関係会社

日本テクノ
株式会社

東京都
新宿区

571

高圧受変電

設備の保安

管理業、電

力販売業

(被所有)
直接 35.08

主要株主

役員の兼

任なし

電力の販売

電力供給義

務違反

3,914

 
1

売掛金 336

 

(注)  取引条件及び取引条件の決定方針等

　　　独立第三者間取引と同様の一般的な取引条件で行っております。
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　　　(イ) 連結財務諸表提出会社の関連会社

前連結会計年度(自 平成24年７月１日 至 平成25年６月30日)

種類
会社等の
名称

又は氏名
所在地

資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

 関連会社
株式会社
白河ウッド
パワー

　東京都

　中央区
　　753 　発電事業

所有
直接 50.00

当社グ

ループ役

員の兼任

２名

バイオマス

燃料の販売

発電所運営

受託業務

388

 
190

 

売掛金
 

79
 

 

(注)  取引条件及び取引条件の決定方針等

　　　独立第三者間取引と同様の一般的な取引条件で行っております。

 

当連結会計年度(自 平成25年７月１日 至 平成26年６月30日)

　該当事項はありません。

 

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

　　該当事項はありません。

 
(１株当たり情報)

 
前連結会計年度

(自　平成24年７月１日
至　平成25年６月30日)

当連結会計年度
(自　平成25年７月１日
至　平成26年６月30日)

１株当たり純資産額 46.95円         158.54円

１株当たり当期純利益金額 13.11円 108.92円

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金額

― 105.15円
 

(注) １．前連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につきましては、希薄化効果を有している潜在

株式が存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。

項目
前連結会計年度

(自　平成24年７月１日
至　平成25年６月30日)

当連結会計年度
(自　平成25年７月１日
至　平成26年６月30日)

１株当たり当期純利益金額   

連結損益計算書上の当期純利益（百万円) 190 1,584

普通株式に係る当期純利益（百万円) 190 1,584

普通株主に帰属しない金額（百万円) ― ―

普通株式の期中平均株式数（株) 14,550,100 14,550,100

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

当期純利益調整額（百万円) ― ―

普通株式増加数（株) ― 521,705.64

（うち新株予約権（株)） ― （521,705.64）

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり当期純利益金額の算定に含めなかった潜在
株式の概要

新株予約権
潜在株式の数 880,000株

―

 

３．平成26年１月１日を効力発生日として、普通株式１株につき100株の割合で分割しております。１株当たり

当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につきましては、当該株式分割が前連結会計

年度の期首に行われたと仮定して算定しております。
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(重要な後発事象)

（公募及び第三者割当による新株式発行並びに株式売出し）

当社は、平成26年８月22日開催の当社取締役会において、一般募集及び並行第三者割当増資並びにオーバーア

ロットメントによる売出しに関連して行う第三者割当による新株式の発行を決議し、一般募集及び並行第三者割当

増資による新株式の発行については、平成26年９月10日に払込が完了しています。その概要は、次のとおりです。

　

１．公募による新株式発行(一般募集)

(1)募集株式の種類及び数 当社普通株式　1,430,000株

(2)発行価格（募集価格） １株につき920円

(3)発行価格の総額 1,315,600,000円

(4)払込金額 １株につき861.86円

(5)払込金額の総額 1,232,459,800円

(6)増加する資本金及び資本準備金の額
増加する資本金の額　　　616,229,900円
増加する資本準備金の額　616,229,900円

(7)払込期日  平成26年９月10日
 

　

 ２．日本テクノ株式会社を割当先とする第三者割当による新株式発行

(1)発行株式の種類及び数 当社普通株式　770,000株

(2)払込金額 １株につき920円

(3)払込金額の総額 708,400,000円

(4)増加する資本金及び資本準備金の額
増加する資本金の額　　　354,200,000円
増加する資本準備金の額　354,200,000円

(5)払込期日  平成26年９月10日
 

　

３．当社株式の売出し（オーバーアロットメントによる売出し）

(1)売出株式の種類及び数 当社普通株式　214,500株

(2)売出人 野村證券株式会社

(3)売出価格 １株につき920円

(4)売出価格の総額 197,340,000円

(5)受渡期日 平成26年９月11日
 

　

４．野村證券株式会社を割当先とする第三者割当による新株式発行

(1)発行株式の種類及び数 当社普通株式　214,500株（上限）

(2)払込金額 １株につき861.86円

(3)払込金額の総額 184,868,970円（上限）

(4)増加する資本金及び資本準備金の額
増加する資本金の額　　　92,434,485円（上限）
増加する資本準備金の額　92,434,485円（上限）

(5)申込期日 平成26年10月２日

(6)払込期日 平成26年10月３日
 

　

５．調達資金の使途

今回の一般募集及び第三者割当増資に係る手取概算額合計上限2,107,728,770円について、平成28年６月末まで

に全額を当社連結子会社のアールイー大分株式会社への投融資資金として充当する予定であります。
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

 

【借入金等明細表】

 

区分
当期首残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 130 190 1.70 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 710 722 2.80 ―

１年以内に返済予定のリース債務 87 89 ― ―

長期借入金（１年以内に返済予定
のものを除く。）

1,616 2,897 2.80 平成27年～41年

リース債務（１年以内に返済予定
のものを除く。）

245 353 ― 平成27年～30年

その他有利子負債 ― ― ― ―

１年以内返済予定の長期未払金 1,042 918 ― ―

長期未払金(１年以内に返済予定
のものを除く）

4,691 3,254 ― 平成27年～31年

計 8,523 8,427 ― ―
 

(注) １．平均利率については、期中平均借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

なお、リース債務の平均利率については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース

債務を連結貸借対照表に計上しているため、記載しておりません。また、長期未払金は主に割賦購入契約に

よるものでありますが、長期未払金の平均利率については長期未払金総額に含まれる利息相当額を控除する

前の金額で、長期未払金を連結貸借対照表に計上しているため記載しておりません。

２．長期借入金、リース債務及び長期未払金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返

済予定額は以下のとおりです。

 
１年超２年以内

(百万円)
２年超３年以内

(百万円)
３年超４年以内

(百万円)
４年超５年以内

(百万円)

 長期借入金 650 623 572 435

リース債務 73 71 66 63

長期未払金 848 846 736 489
 

 

【資産除去債務明細表】

　当連結会計年度期首及び当連結会計年度末における資産除去債務の金額が、当連結会計年度期首及び当連

結会計年度末における負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、連結財務諸表規則第92条の２

の規定により記載を省略しております。
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(2) 【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

(累計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高 (百万円) 2,043 3,751 5,699 7,622

税金等調整前四半期
(当期)純利益金額

(百万円) 484 777 1,269 1,497

四半期(当期)純利益金額 (百万円) 455 748 1,137 1,584

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 31.31 51.42 78.16 108.92

 

 

(会計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益金
額

(円) 31.31 20.10 26.74 30.77

 

(注）平成26年１月１日を効力発生日として、普通株式１株につき100株の割合で分割しております。これに伴い、株

式の分割が当事業年度の期首に行われたと仮定して１株当たり四半期（当期）純利益を算定しております。
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２【財務諸表等】

(1)【財務諸表】

①【貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前事業年度

(平成25年６月30日)
当事業年度

(平成26年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 144 521

  売掛金 ※1，※3  564 ※1，※3  587

  貯蔵品 111 89

  前渡金 84 22

  前払費用 46 57

  関係会社短期貸付金 - 142

  未収入金 ※3  86 ※3  331

  預け金 127 154

  繰延税金資産 40 331

  その他 10 0

  貸倒引当金 △23 △21

  流動資産合計 1,194 2,217

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物 738 638

   機械及び装置 ※1  4,484 ※1  3,654

   工具、器具及び備品 6 6

   リース資産 ※1  301 ※1  407

   有形固定資産合計 5,531 4,706

  無形固定資産   

   ソフトウエア 1 6

   その他 1 1

   無形固定資産合計 2 8

  投資その他の資産   

   投資有価証券 2 0

   関係会社株式 ※1  1,047 ※1  1,266

   関係会社長期貸付金 - 870

   長期前払費用 55 33

   長期預け金 248 178

   その他 28 29

   投資その他の資産合計 1,383 2,377

  固定資産合計 6,916 7,092

 資産合計 8,111 9,309
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           (単位：百万円)

          
前事業年度

(平成25年６月30日)
当事業年度

(平成26年６月30日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 ※1  387 ※1  388

  短期借入金 80 190

  1年内返済予定の長期借入金 ※1  149 ※1  289

  未払金 ※3  62 ※3  112

  1年内支払予定の長期未払金 ※1  977 ※1  899

  リース債務 ※1  85 ※1  87

  前受金 146 48

  未払費用 3 2

  未払法人税等 5 66

  預り金 11 8

  賞与引当金 10 11

  メンテナンス費用引当金 168 167

  契約損失引当金 28 28

  その他 - 13

  流動負債合計 2,118 2,314

 固定負債   

  長期借入金 ※1  339 ※1  1,167

  関係会社長期借入金 - 445

  長期未払金 ※1  3,963 ※1  3,214

  リース債務 ※1  241 ※1  350

  契約損失引当金 239 224

  長期前受金 170 122

  長期預り金 251 181

  資産除去債務 19 19

  繰延税金負債 - 26

  固定負債合計 5,225 5,752

 負債合計 7,344 8,066

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 1,000 1,000

  利益剰余金   

   その他利益剰余金   

    繰越利益剰余金 △239 236

   利益剰余金合計 △239 236

  株主資本合計 760 1,236

 新株予約権 6 6

 純資産合計 766 1,243

負債純資産合計 8,111 9,309
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②【損益計算書】

           (単位：百万円)

          前事業年度
(自 平成24年７月１日
　至 平成25年６月30日)

当事業年度
(自 平成25年７月１日
　至 平成26年６月30日)

売上高 ※2  4,532 ※2  3,801

売上原価 4,029 3,137

売上総利益 502 664

販売費及び一般管理費 ※1  335 ※1  351

営業利益 167 313

営業外収益   

 受取利息 ※2  0 ※2  17

 受取手数料 - ※2  33

 投資有価証券売却益 0 5

 その他 0 2

 営業外収益合計 1 58

営業外費用   

 支払利息 15 ※2  36

 貸倒引当金繰入額 55 -

 支払手数料 - 33

 その他 12 5

 営業外費用合計 83 75

経常利益 85 295

特別利益   

 新株予約権戻入益 0 -

 特別利益合計 0 -

特別損失   

 減損損失 242 220

 契約損失引当金繰入額 - 59

 その他 22 -

 特別損失合計 265 280

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △179 15

法人税、住民税及び事業税 △62 △196

法人税等調整額 4 △263

法人税等合計 △58 △460

当期純利益又は当期純損失（△） △121 476
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【売上原価明細書】

  
前事業年度

(自　平成24年７月１日
至　平成25年６月30日)

当事業年度
(自　平成25年７月１日
至　平成26年６月30日)

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅰ　仕入高  28 0.7 41 1.3

Ⅱ　外注費  1,370 34.0 499 15.9

Ⅲ　労務費  26 0.7 27 0.9

Ⅳ　経費 ※２ 2,604 64.6 2,568 81.9

　　当期売上原価  4,029 100.0 3,137 100.0

      

 

 

前事業年度
(自　平成24年７月１日
至　平成25年６月30日)

当事業年度
(自　平成25年７月１日
至　平成26年６月30日)

　１．原価計算の方法

　　　個別原価計算制度を採用しております。

　１．原価計算の方法

同左

※２．経費の主な内訳

燃料費 1,184百万円

減価償却費 1,007百万円

支払リース料 320百万円
 

※２．経費の主な内訳

燃料費 1,252百万円

減価償却費 908百万円

支払リース料 309百万円
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③【株主資本等変動計算書】

 前事業年度(自 平成24年７月１日　至 平成25年６月30日)

(単位：百万円)

　

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

その他資本剰余金 資本剰余金合計
その他利益剰余金

利益剰余金合計
繰越利益剰余金

当期首残高 6,840 ― ― △5,958 △5,958

当期変動額 　 　 　 　 　

資本金から剰余金へ

の振替
△5,840 5,840 5,840 　 　

新株の発行 　 　 　 　 　

当期純損失（△） 　 　 　 △121 △121

欠損填補 　 △5,840 △5,840 5,840 5,840

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額)
　 　 　 　 　

当期変動額合計 △5,840 ― ― 5,718 5,718

当期末残高 1,000 ― ― △239 △239
 

 

 

　
株主資本

新株予約権 純資産合計
株主資本合計

当期首残高 881 ― 881

当期変動額 　 　 　

資本金から剰余金へ

の振替
― 　 　

新株の発行 　 　 ―

当期純損失（△） △121 　 △121

欠損填補 ― 　 　

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額)
　 6 6

当期変動額合計 △121 6 △115

当期末残高 760 6 766
 

 

 当事業年度(自 平成25年７月１日　至 平成26年６月30日)

(単位：百万円)

　

株主資本

新株予約権 純資産合計
資本金

利益剰余金

株主資本合計その他利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金

当期首残高 1,000 △239 △239 760 6 766

当期変動額 　 　  　 　 　

当期純利益 　 476 476 476 　 476

当期変動額合計 ― 476 476 476 ― 476

当期末残高 1,000 236 236 1,236 6 1,243
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【注記事項】

(重要な会計方針)

１．有価証券の評価基準及び評価方法

  (1) 子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

  (2) その他有価証券

時価のないもの

移動平均法による原価法

 

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

  (1) 貯蔵品

総平均法による原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

 

３．固定資産の減価償却の方法

  (1) 有形固定資産(リース資産を除く)

    ・省エネルギー支援サービス事業用の有形固定資産

  買取りオプションが付与された固定資産については、エネルギー供給サービス契約期間を耐用年数とし、契約期

間満了時における資産の見積処分価額を残存価額とする定額法。上記以外については経済的使用可能予測期間を耐

用年数とする定額法。

　なお、主な耐用年数は次のとおりです。

建物 ５～31年

機械装置 ５～15年
 

    ・その他の有形固定資産

定率法

なお、主な耐用年数は次のとおりです。

４～15年

  (2) 無形固定資産(リース資産を除く)

  定額法

  なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

  (3) リース資産

  所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

  リース期間を耐用年数とし、残存価格をゼロとする定額法によっております。

  平成20年３月31日以前に契約をした、リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

 

４．引当金の計上基準

  (1) 貸倒引当金

  債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

  (2) メンテナンス費用引当金

　省エネルギー支援サービス事業の機械装置にかかる定期点検等のメンテナンス費用の支出に備えるため、その支

出見込額のうち当事業年度末までに負担すべき費用の見積額を計上しております。

  (3) 契約損失引当金

　エネルギー供給サービス契約の損失に備えるため、今後、損失発生の可能性が高く、かつ、金額を合理的に見積

ることができる契約について、損失見込額を計上しております。

  (4) 賞与引当金

  従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額の当事業年度負担額を計上しております。　　
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５．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

  (1) 消費税等の会計処理

  税抜方式によっております。

 (2) 連結納税制度の適用

 連結納税制度を適用しております。

　

(表示方法の変更)

貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、有形固定資産等明細表、引当金明細表については、財務諸表

等規則第127条第１項に定める様式に基づいて作成しております。

また、財務諸表等規則第127条第２項に掲げる各号の注記については、各号の会社計算規則に掲げる事項の注記に

変更しております。

 

以下の事項について、記載を省略しております。

・財務諸表等規則第８条の６に定めるリース取引に関する注記については、同条第４項により、記載を省略してお

ります。

・財務諸表等規則第８条の28に定める資産除去債務に関する注記については、同条第２項により、記載を省略して

おります。

・財務諸表等規則第68条の４に定める１株当たり純資産額の注記については、同条第３項により、記載を省略して

おります。

・財務諸表等規則第95条の３の２に定める減損損失の注記については、同条第２項により、記載を省略しておりま

す。

・財務諸表等規則第95条の５の２に定める１株当たり当期純損益金額に関する注記については、同条第３項によ

り、記載を省略しております。

・財務諸表等規則第95条の５の３に定める潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に関する注記については、同

条第４項により、記載を省略しております。

・財務諸表等規則第107条に定める自己株式に関する注記については、同条第２項により、記載を省略しておりま

す。

・財務諸表等規則第121条第１項第１号に定める有価証券明細表については、同条第３項により、記載を省略してお

ります。
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(貸借対照表関係)

※１．担保に供している資産

    ①  関係会社の１年内返済予定の長期借入金、長期借入金及び金利スワップ取引の担保

担保に供している資産は次のとおりであります。

 
前事業年度

(平成25年６月30日)
当事業年度

(平成26年６月30日)

関係会社株式 1,030百万円         1,130百万円
 

 

なお、当該担保資産は、下記の担保付債務以外に、関係会社のデリバティブ取引（金利スワップ）の担保に供

されております。

 

担保付債務は、次のとおりです。

 
前事業年度

(平成25年６月30日)
当事業年度

(平成26年６月30日)

関係会社の１年内返済予定の長期
借入金

820百万円 362百万円

関係会社の長期借入金 1,942百万円 1,087百万円
 

 

    ②  １年内返済予定の長期借入金、長期借入金の担保

担保に供している資産は次のとおりであります。

 
前事業年度

(平成25年６月30日)
当事業年度

(平成26年６月30日)

機械及び装置 0百万円 　―　百万円
 

(注)当該担保資産は減損処理を実施しております。

 

担保付債務は、次のとおりです。

 
前事業年度

(平成25年６月30日)
当事業年度

(平成26年６月30日)

１年内返済予定の長期借入金 18百万円 　―　百万円

長期借入金 　―　百万円 　― 百万円
 

 

    ③  割賦及びリースに関する債務に対する譲渡担保等

担保に供している資産は次のとおりであります。

 
前事業年度

(平成25年６月30日)
当事業年度

(平成26年６月30日)

売掛金 517百万円       553百万円

リース資産 301百万円        407百万円
 

 

担保付債務は次のとおりであります。

 
前事業年度

(平成25年６月30日)
当事業年度

(平成26年６月30日)

買掛金 30百万円      28百万円

１年内支払予定の長期未払金 977百万円 894百万円

長期未払金 3,963百万円 3,214百万円

リース債務（流動負債） 85百万円 87百万円

リース債務（固定負債） 241百万円 350百万円
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  ２．偶発債務

    ①　債務保証

        下記のとおり債務保証を行っております。

 
前事業年度

(平成25年６月30日)
当事業年度

(平成26年６月30日)

㈱日田ウッドパワー 1,800百万円 借入債務 1,450百万円 借入債務

㈱白河ウッドパワー 962百万円 借入債務 ― ―

㈱ファーストバイオス 20百万円 借入債務      16百万円 借入債務

ソレイユ日田㈱ 817百万円 借入債務・割賦債務 610百万円 借入債務

計 3,599百万円  2,076百万円  
 

 

    ②　デリバティブ取引に対する保証債務

 
前事業年度

(平成25年６月30日)
当事業年度

(平成26年６月30日)

㈱日田ウッドパワー 1,350百万円 金利スワップ 1,125百万円 金利スワップ

㈱白河ウッドパワー 900百万円 金利スワップ 　― ―

計 2,250百万円  1,125百万円  
 

　上記のデリバティブ取引は、子会社及び関連会社の借入金に関する金利変動リスクを回避する目的のもので

す。

 

※３．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分掲記したものを除く）

 
前事業年度

(平成25年６月30日)
当事業年度

(平成26年６月30日)

短期金銭債権 97百万円 497百万円

短期金銭債務 1百万円 53百万円
 

 

(損益計算書関係)

※１． 販売費及び一般管理費に属する費用の主なもののうち主要な費目及び金額ならびにおおよその割合は、次のとお

りであります。

 
前事業年度

(自 平成24年７月１日
至 平成25年６月30日)

当事業年度
(自 平成25年７月１日
至 平成26年６月30日)

給料手当 74百万円 90百万円

役員報酬 80百万円 87百万円

法定福利費 31百万円 37百万円

賞与引当金繰入額 10百万円 11百万円

減価償却費 2百万円 2百万円

貸倒引当金繰入額 18百万円 △1百万円

     
おおよその割合     

販売費 70％ 62.5％ 

一般管理費 30％ 37.5％ 
 

 

※２． 関係会社との取引高

 
前事業年度

(自 平成24年７月１日
至 平成25年６月30日)

当事業年度
(自 平成25年７月１日
至 平成26年６月30日)

営業取引（収入） 133百万円 351百万円

営業取引以外の取引（収入） 0百万円 51百万円
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(有価証券関係)

前事業年度（平成25年６月30日）

子会社株式及び関連会社株式（貸借対照表計上額 1,047百万円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極

めて困難と認められることから、記載しておりません。

 

当事業年度（平成26年６月30日）

子会社株式及び関連会社株式（貸借対照表計上額1,266百万円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極め

て困難と認められることから、記載しておりません。

 

(税効果会計関係)

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

(平成25年６月30日)
当事業年度

(平成26年６月30日)

流動資産　繰延税金資産   

    未払事業税 0百万円   1百万円

    メンテナンス費用引当金 64 59

    契約損失引当金 10 10

    未払費用 0 ―

    賞与引当金 4 4

   貸倒引当金 8 7

   税務上の繰越欠損金 40 331

    その他 0 0

  流動資産　繰延税金資産計 129 414

   

固定資産　繰延税金資産   

    減価償却費 797 833

   減損損失 105 127

    契約損失引当金 91 80

    投資有価証券評価損 268 251

    除却固定資産 2 1

    税務上の繰越欠損金 2,642 1,837

    前受金否認 82 60

    その他 10 9

  固定資産　繰延税金資産計 4,000 3,202

 繰延税金資産　小計 4,129 3,617

    評価性引当額 △4,089 △3,286

 繰延税金資産　合計 40 331
 

 

固定負債　繰延税金負債   

   未実現利益 ―百万円  △26百万円

 固定負債　繰延税金負債計 ― △26

 繰延税金負債　合計 ― △26

 繰延税金資産　純額 40 304
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２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

 
前事業年度

(平成25年６月30日)

当事業年度

(平成26年６月30日)

法定実効税率 ―％ 38.0％

(調整)     

交際費等永久に損金に算入されない項目 ―〃 9.3〃

住民税均等割 ―〃 17.1〃

法人税等還付額 ―〃 △38.3〃

連結納税による影響額 ―〃 △1,255.6〃

税率変更による期末繰延税金資産の減額修
正

―〃 139.0〃

評価性引当額 ―〃 △1,806.1〃

その他 ―〃 △10.6〃

税効果会計適用後の法人税等の負担率 ―％ △2,907.3％
 

 　（注)前事業年度は、当期純損失のため記載を省略しております。

 

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成26年法律第10号）が平成26年３月31日に公布され、平成26年４月１

日以後に開始する事業年度から復興特別法人税が課されないことになりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰

延税金負債の計算に使用する法定実効税率は、平成26年７月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異

については従来の38.0％から35.6％になります。

この税率変更により、繰延税金資産の金額は22百万円減少し、法人税等調整額（借方）が同額増加しておりま

す。

 
(企業結合等関係)

「１連結財務諸表等 （１）連結財務諸表 注記事項（企業結合等関係）」に記載のとおりであります。

 

(重要な後発事象)

「１連結財務諸表等 （１）連結財務諸表 注記事項（重要な後発事象）」に記載のとおりであります。
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④ 【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

（単位：百万円）

区分 資産の種類 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期償却額 当期末残高
減価償却累計

額

有形固定資産 建物
738
 

24
 

47
(    47)

76
 

638
 

840
 

機械及び装置
4,484

 
88
 

174
(   173)

743
 

3,654
 

9,098
 

工具、器具及び備品 6 1 0 1 6 26

リース資産 301 204 11 88 407 389

計
5,531

 
318
 

232
(    220)

910
 

4,706
 

10,354
 

無形固定資産 ソフトウェア 1 7 ― 1 6 ―

その他 1 ― ― ― 1 ―

計 2 7 ― 1 8 ―
 

(注) １．当期増加額の内訳は次のとおりです。

建物  省エネルギー支援サービス事業における契約更新による増加 24 百万円

機械及び装置  省エネルギー支援サービス事業における契約更新による増加 88 百万円

工具、器具及び備品  本社Ｗｅｂ会議システム導入 1 百万円

リース資産  新規契約開始並びに更新による増加 204 百万円

ソフトウェア  ＦＥＳＣＯグループホームページ制作 6 百万円

ソフトウェア  上記他ソフト購入 0 百万円
 

　　 ２．当期減少額の主な内訳は次のとおりです。

機械及び装置  省エネルギー支援サービス事業における期間満了に伴う売却による減少 0 百万円

リース資産  既存エネルギーサービス一部解約による減少 11 百万円
 

３．なお、当期減少額のうち( )内は内書きで減損損失の計上額であります。

 

【引当金明細表】

区分
当期首残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

貸倒引当金（流動） 23 ― 1 21

賞与引当金 10 11 10 11

メンテナンス費用
引当金

168 132 133 167

契約損失引当金 267 59 74 252
 

 
(2) 【主な資産及び負債の内容】

連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 

(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

 

事業年度 ７月１日から６月30日まで

定時株主総会 ９月中

基準日 ６月30日

剰余金の配当の基準日 12月31日　６月30日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り  

　　取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目４番１号　三井住友信託銀行株式会社　全国各支店

　　株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目４番１号　三井住友信託銀行株式会社

　　取次所 　 ―――――

　　買取手数料 株式の売買に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法
電子公告とする。ただし、事故その他やむをえない事由によって電子公告による公告
をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載する。

株主に対する特典 該当事項はありません。
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第７ 【提出会社の参考情報】

 

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、親会社等はありません。

 

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

 

(1) 有価証券報告書及びその添付書類並びに有価証券報告書の確認書

事業年度　第17期（自　平成24年７月１日　至　平成25年６月30日）　平成25年９月27日関東財務局長に提出。

 

(2) 内部統制報告書及びその添付書類

事業年度　第17期（自　平成24年７月１日　至　平成25年６月30日）　平成25年９月27日関東財務局長に提出。

 

(3) 四半期報告書、四半期報告書の確認書

第18期第１四半期（自　平成25年７月１日　至　平成25年９月30日）　平成25年11月14日に関東財務局長に提出。

第18期第２四半期（自　平成25年10月１日　至　平成25年12月31日）　平成26年２月14日に関東財務局長に提出。

第18期第３四半期（自　平成26年１月１日　至　平成26年３月31日）　平成26年５月14日に関東財務局長に提出。

 

（4）臨時報告書　

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）の規定に基づ

く臨時報告書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成25年９月27日に関東財務局長に提出。
　

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の異動）の規定に基づく臨時報告書

平成26年８月26日に関東財務局長に提出。

平成26年９月17日に関東財務局長に提出。

 
（5）有価証券届出書及びその添付書類

① 有価証券届出書（一般募集、その他の者に対する割当及びオーバーアロットメントによる売出し）及びその添付

書類　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成26年８月22日関東財務局長に提出。
 

② 有価証券届出書（その他の者に対する割当）及びその添付書類　　　　

平成26年８月22日関東財務局長に提出。

 
（6）有価証券届出書の訂正届出書

訂正届出書（上記（5）①有価証券届出書の訂正届出書）

平成26年８月26日関東財務局長に提出。

平成26年９月３日関東財務局長に提出。
 

訂正届出書（上記（5）②有価証券届出書の訂正届出書）

平成26年８月26日関東財務局長に提出。

平成26年９月３日関東財務局長に提出。

平成26年９月17日関東財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 

 

 

平成26年９月26日

株式会社ファーストエスコ

取締役会　御中

 

東陽監査法人
 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士　　野 　 口　　准　　史   ㊞

 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士　  吉　　岡    裕    樹   ㊞

 

 

＜財務諸表監査＞

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社ファーストエスコの平成25年７月１日から平成26年６月30日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわ

ち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計

算書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

 

連結財務諸表に対する経営者の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正

に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を

策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

 監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、

当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用

される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リス

ク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する

内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見

積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社ファーストエスコ及び連結子会社の平成26年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度

の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

EDINET提出書類

株式会社ファーストエスコ(E05470)

有価証券報告書

84/86



 

強調事項

　重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成26年８月22日開催の取締役会において、一般公募及び並行第三

者割当増資並びにオーバーアロットメントによる売出しに関連して行う第三者割当による新株式の発行を決議してい

る。

　当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

 

＜内部統制監査＞

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社ファーストエスコの

平成26年６月30日現在の内部統制報告書について監査を行った。

 
内部統制報告書に対する経営者の責任

 経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告

に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

 なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 
監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の

基準に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施

することを求めている。

 内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手する

ための手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重

要性に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評

価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

 当監査法人は、株式会社ファーストエスコが平成26年６月30日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示し

た上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠

して、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 
利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

 

 
（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提

出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
 

 

 

平成26年９月26日

株式会社ファーストエスコ

取締役会　御中

 

東陽監査法人
 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士　　野 　 口　　准　　史　　㊞

 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士　　吉　　岡　　裕　　樹    ㊞

 

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社ファーストエスコの平成25年７月１日から平成26年６月30日までの第18期事業年度の財務諸表、すなわ

ち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を

行った。

 

財務諸表に対する経営者の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 
監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、

これに基づき監査を実施することを求めている。

 監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監

査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。

財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検

討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 
監査意見

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社ファーストエスコの平成26年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要

な点において適正に表示しているものと認める。

 
強調事項

　重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成26年８月22日開催の取締役会において、一般公募及び並行第三

者割当増資並びにオーバーアロットメントによる売出しに関連して行う第三者割当による新株式の発行を決議してい

る。

　当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

 
利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 
（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提

出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
 

EDINET提出書類

株式会社ファーストエスコ(E05470)

有価証券報告書

86/86


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２沿革
	３事業の内容
	４関係会社の状況
	５従業員の状況

	第２事業の状況
	１業績等の概要
	２生産、受注及び販売の状況
	３対処すべき課題
	４事業等のリスク
	５経営上の重要な契約等
	６研究開発活動
	７財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

	第３設備の状況
	１設備投資等の概要
	２主要な設備の状況
	３設備の新設、除却等の計画

	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	(3)行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	(4)ライツプランの内容
	(5)発行済株式総数、資本金等の推移
	(6)所有者別状況
	(7)大株主の状況
	(8)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等

	(9)ストック・オプション制度の内容

	２自己株式の取得等の状況
	株式の種類等
	(1)株主総会決議による取得の状況
	(2)取締役会決議による取得の状況
	(3)株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容
	(4)取得自己株式の処理状況及び保有状況


	３配当政策
	４株価の推移
	(1)最近５年間の事業年度別最高・最低株価
	(2)最近６月間の月別最高・最低株価

	５役員の状況
	６コーポレート・ガバナンスの状況等
	(1)コーポレート・ガバナンスの状況
	(2)監査報酬の内容等
	①監査公認会計士等に対する報酬の内容
	②その他重要な報酬の内容
	③監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容
	④監査報酬の決定方針



	第５経理の状況
	１連結財務諸表等
	(1)連結財務諸表
	①連結貸借対照表
	②連結損益計算書及び連結包括利益計算書
	連結損益計算書
	連結包括利益計算書

	③連結株主資本等変動計算書
	④連結キャッシュ・フロー計算書
	注記事項
	セグメント情報
	関連情報
	報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報
	報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報
	報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報
	関連当事者情報

	⑤連結附属明細表
	社債明細表
	借入金等明細表
	資産除去債務明細表


	(2)その他

	２財務諸表等
	(1)財務諸表
	①貸借対照表
	②損益計算書
	売上原価明細書

	③株主資本等変動計算書
	注記事項

	④附属明細表
	有形固定資産等明細表
	引当金明細表


	(2)主な資産及び負債の内容
	(3)その他


	第６提出会社の株式事務の概要
	第７提出会社の参考情報
	１提出会社の親会社等の情報
	２その他の参考情報


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

